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まえがき
最近の数十年においてグローバルサプライチェーン

は急速に拡大している。グローバルサプライチェーンは、
国際的な生産、貿易および投資の重要な要素であり、経
済成長、雇用創出および貧困削減に寄与している。日本そ
して日本の多国籍企業はアジアを含む多くのグローバル 
サプライチェーンにおいて重要な役割を担っている。

欧州連合（EU）の資金提供による、EU、国際労働
機関（ILO）および経済協力開発機構（OECD）のパート
ナーシップである、「責任あるサプライチェーンプログラ
ム」は、アジアにおけるパートナーとともに、グローバル 
サプライチェーンにおいて、労働を含む人権尊重、責任
ある企業行動基準を促進するものである。本プロジェク
トは2018年初に開始され、日本、中国、ミャンマー、フィ
リピン、タイおよびベトナムの6つのアジアの国々とのパ
ートナーシップのもと3年間実施される。当該活動の目
的は、国際的文書に合致するアジアにおけるグローバル 
サプライチェーンにおいて採用されるCSR/RBCの実務お
よびアプローチを支援することにより、スマートで持続可
能で包摂的な成長を促すことである。主な国際的文書と
して、ILOの多国籍企業及び社会政策に関する原則の三
者宣言（多国籍企業宣言）とOECDの多国籍企業行動指
針、そしてビジネスと人権に関する主要なレファレンスと
して、ビジネスと人権に関する国連指導原則を参照する。
究極的には本プロジェクトは、EUおよびアジア地域にお
けるパートナーである責任あるビジネスを行う企業にとっ
て市場へのアクセスの機会を拡大し、国際的なレベルプレ
イングフィールドを強化することに寄与すると考えられる。

なかでも日本は、人権、労働、社会環境配慮の実務を
日本および海外における操業に取り入れるアジアの地域
的取り組みを強化するにおいて、非常に重要な役割を担っ
ている。EUと日本との間において2019年2月1日に経済連
携協定が発効した。この協定には、TSD章16.5(e)に、CSR/
RBCの分野で国際的に合意された文書に言及した、CSR/
RBCを両当事者が促進することにコミットすることを明
記した規定がある。同時に承認されたSPAでもその17条
において１．企業の競争力向上のための産業協力の促進
にイノベーションなどともに、CSRが明記され（中小企業
政策も）、これらに関する産業政策について意見交換、ベ
ストプラクティス交換を促進する ２．企業間の対話等によ
り、それぞれの企業の競争力および企業間の協力を向上
させるため、公的部門および民間部門が行っている協力
活動を円滑にすると、明記してある。

当該プログラムはCSR/RBCについて日本のおよび日
本企業のエンゲージメントを支援することを目的とし、産
業界、政府、労働者組織、大学そして研究機関と協働する。
日本においては、当該プログラムは電子および自動車部
品産業に焦点をあてる。いずれの産業も日本経済の重要
な牽引力であり、アジアにおける広範なサプライチェーン
を有することが特徴である。これらの業界はいずれもア
ジアで多くの労働者を雇用しており、日本はこうした製品
の経由地または最終的な輸出先として重要な存在であ
る。日本および欧州企業のベストプラクティスを特定し共
有することは、当該プログラムにおける他の国々との知
識の共有および積極的なエンゲージメントのための基礎
となる。ひいてはサプライチェーンにおけるアプローチを
調和させることにつながるであろう。 

2019年7月日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研
究所（IDE-JETRO）および国際労働機関（ILO駐日事務所）
は、グローバルサプライチェーンにおけるディーセントワー
クおよび責任ある労働実務を促進するIDE-JETROおよび
ILOの協働事業のための覚書に合意し署名した。これは、ア
ジアにおいて社会的責任のある労働実務を促進すること
について両者の協働の意思を記したものである。公平、持
続可能かつ包摂的な経済発展のために、両者は本覚書に
よって、アジアにおけるグローバルサプライチェーンにおい
てディーセントワーク、責任ある労働実務およびCSRにお
ける労働側面の促進、特に日本企業および日本とアジア
において日本企業が主導するサプライチェーンの観点か
ら、協働することを意図している。

本調査報告書は、同覚書に基づき、日本貿易振興機構
(ジェトロ)アジア経済研究とILO駐日事務所との共同事業
として行われた調査の結果をまとめたものである。本調査
研究は、タイ自動車部品産業における日系企業の責任ある
サプライチェーンの実践から、ILOの多国籍企業及び社会
政策に関する原則の三者宣言を含む国際的文書に合致し
たグッドプラクティスを明らかにすることを目的としている。
当該プログラムの対象国のひとつであるタイは、日本の自
動車完成品メーカーおよび自動車部品産業にとって重要
な国である。したがって本調査は同地における日本企業の
事業において、労働CSR/RBCをよりよいものとする機会を
明らかにすることを目指している。コンプライアンス・リスク
を減らしディーセントワークへの取り組みを強化するアプ
ローチも分析する。本報告書が当該プログラムの成果とし
て期待される、責任あるサプライチェーンを通して、ディー
セントワークおよび包摂的で持続的な成長の実現につな
がることに寄与できれば幸甚である。
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要約
本調査の背景と目的

日本国内の自動車関連産業は全就業人口の8.1％ 
(2018年)を超える542万人を擁する日本の基幹産業であ
る。その中でも部品関連産業には、68.6万人が就業して
いる。日系自動車メーカーは、海外でのグローバルな展
開を拡大しており、海外生産工場は、四輪車はその5割、二
輪車および部品ではその7割以上がアジアに立地し、なか
でもタイは、中国、インドネシアに次ぐアジアで第三番目に
多くの日系自動車メーカーの現地生産工場を有する。タイ
において、自動車・自動車部品産業は、GDPの約12％を占
め、労働者人口は2016年時点で推定70万人を超え、全労
働力人口3795万の約2％を占める、国家戦略「タイランド
4.0」の重点産業10種の1つでもある。このようにタイの自
動車産業は、タイにとっては国家の重点産業であり、日本
にとっては日系自動車完成品メーカーのサプライチェーン 
で原材料調達から部品生産、組み立て・販売、輸出といっ
た様々な役割を担う重要なビジネスパートナーである。
タイで操業する日系自動車部品企業の労働慣行や企業
行動がタイの国民と社会へ与える影響は大きい。そのた
め自動車産業に関わる企業には責任ある企業行動への
期待は大きい。したがって、日系自動車部品企業には、社
会的責任（CSR: Corporate Social Responsibility）を果
たすことが求められている。

本調査は、日本の自動車部品企業を対象に、タイの 
サプライチェーンにおいて、どのように自社のCSRの方針を
推進しているか、雇用と労働のイシューに焦点をあてて調
査し、その取り組み状況、課題および多国籍企業宣言を含
むグローバル・スタンダードに照らしたグッドプラクティスを
分析した。政府・関係機関に対して、企業がCSR/RBCを推
進し、今後の企業競争力の維持向上を行うために望ましい
政策・施策の提言を行い、自動車部品業界全体のCSRに
対する意識と理解を高め、タイ及び日本の社会の持続可
能で包括的な成長を促進することを目指すものである。
本調査は、CSR（RBC）に関する国際的に合意された原則
と指針である、ILOの多国籍企業宣言とOECDの多国籍
企業行動指針、ビジネスと人権に関する国連指導原則 

（指導原則）を基に実施した。

日系企業の責任あるサプライチェーンへの取り組み
の現状と課題としては、過去の調査から、CSR調達方針と
その実践において日系企業は受け身で能動的な動きは
弱いこと、操業地によって取り組み状況や認識の度合いに
ギャップがあること、国際的に認められている労働者の権

利、人権についての理解が十分でないため、自社のバリュ
ーチェーン全体と関連付けて自社が影響を及ぼす可能性
がある人権課題を網羅的に把握できていないことが分析
されている。したがって、タイ自動車関連産業における労働
CSRの課題としては、日系企業は、まずは現地の労働法等
の関係法を確実に遵守すること、そして、投資受入側であ
るタイの政府、使用者団体及び労働者団体の一致した認
識によれば、労働者の技能開発と社会対話に課題と機会
があるとされている。

考察―労働CSRの取り組みを深化さ
せるための機会と挑戦

本調査報告書は、日本の自動車部品企業が、タイの現
地子会社とサプライヤの現場の両方に対し、自社の雇用・
労働を含むCSR方針をサプライチェーン全体で推進する
ための雇用・労働に関する様々な取り組みを調達のプロ
セスを通じて行っていることを事例研究で示した｡そして
調査の結果から明らかになった、日本の自動車部品企業
がさらに多国籍企業宣言に合致して労働CSR/RBCの取
り組みを深化させるための機会と挑戦について考察した。

1. 本社のCSR方針をタイ現地子会社にど
のように浸透させるか

事例が示す1つ目の機会は、各社がCSR方針の実践
の要を、労働CSR推進のために重要な現地法人の工場の

「労働安全衛生」に置いていることと併せて、その深度が
非常に深いものであるということである。2つ目の機会は、

「労働安全衛生」を推進するために構築したプロセスや
従業員と経営の間の信頼関係が、CSRの取り組み範囲を
広げる際の助けとなる点である。

今後さらなる取り組みの深化が期待できる挑戦は、
第1に本社のCSR方針を浸透させるために取り組む範囲
のスコーピングがまだ限られている点である。スコーピ
ングの範囲を広げる際には、「中核的労働基準」を考慮す
ることが望ましい。第2の挑戦は、タイ現地子会社の労働
現場で起こるマイナスの影響の特定の深度を深めること
である。タイのコンテクストにおける従業員の多様性は、
本社のCSR方針に組み込まれていないかも知れず、こう
した現地ならではの配慮は、現地子会社で把握し適切に
対応することが望ましい。
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2. 本社のCSR方針をサプライヤ(ビジネス
パートナー)に推進するためにどのようにエ
ンゲージメントするか

事例が示す1つ目の機会は、QCD推進で培われた日系
自動車部品企業とサプライヤとの間の信頼関係と密なコミ
ュニケーションによって、サプライヤの労働現場でのCSRが
実現している点である。QCDの推進がCSRの実践につなが
るものであることを示している。2つ目の機会は、自動車部
品企業がサプライヤとの間に培った信頼関係が、自動車部
品企業がサプライヤに対して人権デューディリジェンスを行
う上で必要な協力関係の土壌となるという点である。QCD
推進を通じたサプライヤの生産能力強化と労働環境の改
善は、サプライヤにとってもメリットが見えやすく、取り組み
のインセンティブとオーナーシップを生み出すものといえ
る。より良い労働慣行を生み出す仕組みが、Tier2、Tier3
と波及的に伝播する機会がそこには存在する。

今後、各社がCSR方針の推進の取り組みを深化させ
るための挑戦は、どのようにして企業が、さらなる影響力
を行使するかという点である。

3.被雇用者とのエンゲージメントをどのよ
うに行うか

事例が示す1つ目の機会は、各社がCSR方針の推進の
最重要ステークホルダーとして従業員、そして組合と建設
的な対話を蓄積していることである。2つ目の機会は、ロ
ーカルが主導することにより、コミュニケーションの方法
が現地の従業員がより理解することのできるものになっ
ていることである。

一方、被雇用者とのエンゲージメントをどのように深
化させるかの課題としては、1つ目には変化していく経営
環境のなかで、いかに密に従業員とのコミュニケーショ
ンを維持していくかであろう。2つ目にはローカル主導で
あると同時に、本社が適切に関与することが重要である。

提言―すべてのステークホルダーに
よる協働を

日本政府に向けては、企業がディーセント・ワークにつ
ながる責任あるサプライチェーンを実現できる環境を整備
することを提言する。労働者の権利、人権尊重の明確なメ
ッセージを発信すること、労働者の権利を含む、人権デュ
ーディリジェンスの具体的ガイダンスを示すこと、投資受
入国政府への働きかけを行うこと、国際協調によってレ
ベルプレイングフィールド（公平な競争条件）を形成する
ことを提言する。

企業にたいしては、自社およびサプライチェーンの人
権デューディリジェンスを行い、ディーセント・ワークを実
現することを提言する。雇用・労働に関するCSR方針を実
効性のあるものにするためにシステマティックな方法を導
入をすること、サプライチェーン上の関係性において、労働
CSR/RBCの実践を深化させること、労働CSR/RBCの取り
組みを積極的に開示することを提言する。

自動車業界に向けては、共有と協働によりセクター全体
の労働CSRのスタンダードの底上げを提言する。

労働組合に向けては、サプライチェーンを通じた建設的
労使関係構築のため組合同士の協調を提言する。

タイ国政府に向けては、NAPの実現に日本企業をパー
トナーにすることを提言する。

ILOに向けては、多国籍企業宣言の目的実現のための
政労使活動の支援を提言する。



1. タイ自動車部品産業における日系企業
の責任あるサプライチェーンの調査の背景
と目的

1	 一般社団法人日本自動車工業会（JAMA）. “自動車産業, 関連産業・就業人口”. 最終閲覧2019年8月24日. http://www.jama.or.jp/industry/
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2	 タイ投資委員会（BOI: Thailand Board of Investment）. “THAILAND’S AUTOMOTIVE INDUSTRY THE NEXT-GENERATION”. 2015. 最終閲覧2019
年7月1日. https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf

3	 BOI. 2015. 同上.
4	 BOI. 2015. 同上.
5	 独立行政法人経済産業研究所(RIETI). “タイの産業構造高度化に向けたマクロ経済・産業政策分析と対応の方向性について”. RIETI Policy 

Discussion Paper Series 16-P-013. 最終閲覧2019年6月24日. https://www.rieti.go.jp/jp/publications/pdp/16p013.pdf
6	 RIETI. 2016. 同上.
7	 Bangkok Post. “Automotive industry at a turning point”. 7 JAN 2019. 最終閲覧2019年7月26日. https://www.bangkokpost.com/

business/1606570/automotive-industry-at-a-turning-point

1.1 背景
自動車産業とは、一般社団法人日本自動車工業会

（JAMA: Japan Automobile Manufacturers Association）
によると「資材調達・製造をはじめ販売・整備・運送など各
分野にわたる広範な関連産業を持つ総合産業1」のことを指
し、自動車部品産業はその中に含まれる。自動車部品産業
は、自動車産業のうち、自動車部品の開発や製造等、自動車
部品に関わる産業に限ったものを指す。自動車完成品メー
カーは、サプライヤから調達した部品を組み立てて完成し
た自動車を販売している。完成車メーカーにとって、部品メ
ーカーは欠かせない存在であり、自動車の生産を支える自
動車部品産業の広範なサプライチェーンが存在している。

タイは、日本の自動車完成品メーカー及び自動車部品
企業にとって、サプライチェーンの中で原材料調達、生産、組
み立て・販売、輸出の拠点を担う重要な国である。タイ投資
委員会（BOI: Thailand Board of Investment）によると、タ
イの自動車産業は、トヨタ社と日産社両社が1962年に初め
てタイに工場を設立して以降、各自動車メーカーの生産・輸

出拠点としての重要性およびタイの国内需要が高まったこ
とにより、同国の重要な産業に成長した2とのことである。
近年では、タイの自動車・自動車部品産業は、国家の経済
の面ではGDPの約12％を占め、雇用の面では労働者人
口は推定70万人を超え（BOI, 2015）3、国家戦略「タイラン
ド4.0」の重点産業10種の1つでもある。

日タイ双方にとっての重要性を示す数字としては、企
業数では、タイ国の自動車完成品メーカー及び組み立て
会社は18社、Tier1からTier3までの自動車部品企業は
2410社（BOI）4であり、この内の約3割を日系企業が占める

（RIETI, 2016）5。自動車完成品の販売数では、タイ国内で
販売される自動車の約84％は日系自動車完成品メーカー
であり、その市場シェアは非常に高い。輸出規模では、タイ
はアジアで2番目の自動車完成品の輸出元国（BOI, 2015）6 
であり、同国からの自動車完成品の輸出仕向先の主要国
であるオーストラリア、フィリピン、インドネシアに次ぎ日
本は第4位に位置する。タイの自動車部品の輸出仕向先
国としては、Bangkok Postによると、2018年に日本はア
メリカに次いで第2位であった（Bangkok Post, 2019)7。

http://www.jama.or.jp/industry/industry/index.html
http://www.jama.or.jp/industry/industry/index.html
https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/pdp/16p013.pdf
https://www.bangkokpost.com/business/1606570/automotive-industry-at-a-turning-point
https://www.bangkokpost.com/business/1606570/automotive-industry-at-a-turning-point
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このようにタイの自動車産業は、タイにとっては国家
の重点産業であり、日本にとっては日系自動車完成品メ
ーカーのサプライチェーンで原材料調達から部品生産、組
み立て・販売、輸出といった様々な役割を担う重要なビジ
ネスパートナーである。そのため自動車産業に関わる企業
には責任ある企業行動への期待は大きい。自動車産業の
中でも特に自動車部品産業は、多くの国民を雇用する産業
であり、タイで操業する日系自動車部品企業の労働慣行
や企業行動がタイの国民と社会へ与える影響は大きい。
したがって、日系自動車部品企業には、社会的責任（CSR: 
Corporate Social Responsibility）を果たすことが求めら
れている。ILOによるとCSRは「法令を守るだけでなく企業
が自らの事業活動の社会に対する影響に配慮して自主的
な取組みを促進していくこと」8である。日系自動車部品企
業にも、同様の方法でCSRに取り組むことが求められてい
る。今後、日系自動車部品企業が、タイ社会にとって意義
のあるCSRを推進し、タイ社会の持続的な発展に貢献す
るためには、現状の取り組みと国際的な基準やアプロー
チとの関係を理解し、どのような観点をプラスすることが
できるかを明らかにすることが欠かせない。

1.2 目的
本調査は、日系自動車部品企業が行っているCSR推進

の取り組みが、国際的な基準やアプローチに沿って読み解
くとどのように理解されるのかを調査する初めての試み
である。タイで操業する日系自動車部品企業は、どのよう
に操業現場でCSRを実践しているのか。企業が事業活動
の影響を把握するためには誰とどのように協働し、把握
した影響に対処するためにはどのような取り組みを行っ
ているのか。そして、それは国際社会で求められるCSRの
取り組みと合致しているのか。本調査は、日本の自動車部
品企業を対象に、タイのサプライチェーンにおいて、どのよ
うに自社のCSRの方針を推進しているかを調査し、その取
り組み状況、課題およびグッドプラクティスをとりまとめる。

8	 ILO. “ビジネスとCSR”. 2018年1月4日. 最終閲覧2019年7月26日. https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-
tokyo/documents/publication/wcms_614728.pdf

調査の結果から、企業に対しては、日本の自動車部品企業
がさらにCSRの推進を深化させるためにはどのような視
点を取り入れることが望ましいかを提案する。政府・関係
機関に対しては、企業がCSRやRBCを推進し、今後の企
業競争力の維持向上を行うために望ましい政策・施策の
提言を行う。本調査は、自動車部品業界全体のCSRに対
する意識と理解を高め、タイ及び日本の社会の持続可能
で包括的な成長を促進することを目指す。

1.3 原則と指針
本調査は、CSR（RBC）に関する国際的に合意された原

則と指針を基に実施する。主な文書として、ILOの多国籍企
業及び社会政策に関する原則の三者宣言（多国籍企業宣
言）とOECDの多国籍企業行動指針、ビジネスと人権に関
する国連指導原則（指導原則）を参照する。

1.４ 本報告書の構成
本報告書の構成は、以下のとおりである。次章において、

日本企業の海外展開における責任あるサプライチェーン 
への取り組みの現状として、アジア経済研究所による
2018年度の調査結果から引用し、CSR/RBCに関する日
本企業全般の課題を整理する。そのうえで、Ⅲ章において
自動車部品産業に焦点をあてた本調査の手法の詳細を
説明する。Ⅳ章において、日本の自動車部品産業界にお
いて、どのようにCSR方針が策定され、推進されているか
を論じる。そしてⅤ章では、日本の自動車部品産業界にと
って、重要な生産拠点であり販売市場であるタイにおける 
サプライチェーンの概要、そして日系企業の位置づけを論
じる。続くⅥ章では、ケーススタディとして、タイで操業する
日系4社のグッドプラクティスの詳細を紹介する。これらを
もとにⅦ章において、結論として日本企業の取組みの課題
と機会をまとめ、最後にⅧ章は、企業、政府その他のステー
クホルダーに対する提言を示す。

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_614728.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_614728.pdf


2. 日系企業の責任あるサプライチェーンへ
の取り組みの現状と課題

9	 山田美和・井上直美. “グローバル市場で求められる『責任あるサプライチェーン』とは？―世界の日系企業 800 社アンケートから読み解くギャップとリ
スク―「日系企業の責任あるサプライチェーンに関するアンケート調査」より”.アジア経済研究所. 2019. 2019年10月31日最終閲覧. https://www.ide.
go.jp/library/Japanese/Research/Project/2018/pdf/2018110007_06.pdf

10	 山田・井上. アジア経済研究所. 2019. 図9. p: 22.
11	 山田・井上. アジア経済研究所. 2019. 図10. p: 22.

自動車部品産業における責任あるサプライチェーンの
実践を調査するにあたり、本章では、日本企業の海外展開
における責任あるサプライチェーンへの取り組みの現状を
整理する。本章では、アジア経済研究所による2018年度の
調査結果に依拠し、CSR/RBCに関する日本企業全般の現
状と課題を整理する。

2.1 世界の日系企業800社アンケート
の結果から読み解くギャップとリスク

世界のグローバル市場で活躍する日系企業は「責任あ
るサプライチェーン」をどのように 実践しているだろうか。ア
ジア経済研究所は、2017 年 12 月に、ASEAN、南西アジア、
西 欧、アフリカ地域で事業運営を行う日系企業を対象とし
た「日系企業の責任あるサプライチ ェーンに関するアンケ
ート調査」を実施し、計 814 社から回答を得、その結果を、

「ビジネスと人権に関する国連指導」にある人権 デュー
ディリジェンス のフレームワークを使って分析を試みた9。

当該アンケート調査では、ASEAN、南西アジア、西欧、 
アフリカ地域の企業における、 CSR（企業の社会的責任） 、 
サプライチェーンにおける労働・安全衛生・環境に関する
方針、 サプライチェーンの関係性における人権課題の認
識、国特有の課題、ステークホルダーエンゲージメント、公
的支援への要望など尋ねた。調査の回答企業は全 814 社
で、地域別では、「ASEAN」68.4%（557 社）が最も多く、業種
別では、製造業では「自動車／自動車部品／その他輸送機
器」16.2%（132 社）が 最も多い。

当該アンケート結果から、責任あるサプライチェーンの
実践として企業に期待される人権 DD と日系企業がおかれ
ている現状との間にあるギャップを 10 のファインディング
として明らかにした。それらのファインディングから、本章に
おいては、2つの大きな点、すなわち日系企業が「責任ある
サプライチェーンの実践に受け身で能動的な動きは弱い」
こと、そして「地域間で取り組み状況、認識の度合にギャップ
がある」ことを提起する。

「責任あるサプライチェーンの実践に受け
身で能動的な動きは弱い」

「貴社では、調達先の工場や職場の労働・安全衛生・
環境への取り組みに関する方針を有し、調達先にその準
拠を求めているか」と問う質問では、回答企業の3割弱の
企業が方針を有し調達先に準拠を求めていると答えた企
業は全体の3割弱である10。2割強は方針を有するも取引
先への準拠を求めていない。また全体の約半数は方針を
有していない。一方で「貴社では、顧客（納入先）から、工場
や職場の労働・安全衛生・環境への取り組みに関する当該
顧客（納入先）の方針への準拠を求められたことがあるか」
を問う質問では、全体の約5割強の企業が求められたこと
があると答えている11。調達先に自社の方針への準拠を求
める企業よりも、顧客の方針への準拠を求められたことが
あると回答した企業が高い。これらから日系企業は、責任
あるサプライチェーンの実践に受け身で能動的な動きは
弱いことが分かる。

https://www.ide.go.jp/library/Japanese/Research/Project/2018/pdf/2018110007_06.pdf
https://www.ide.go.jp/library/Japanese/Research/Project/2018/pdf/2018110007_06.pdf
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自社の方針を有しそれへの準拠を取引先に求めてい
る企業が全体の3割弱に留まっていることから、多くの日
系企業は、自社が有する方針を取引先へ求めることを通
じて責任あるサプライチェーンを実践することができるこ
とを認識していない、あるいはその必要性を感じている状
況にはないことが推察される。また回答企業の半分が方
針を有していないことは、リスクを特定することができて
いないことにつながる。なぜならば企業は方針を有しそ
れを実務に落とし込むことによって、自社が人権へ負のイ
ンパクトを与えるリスクの可能性を把握することができる
からである。したがって方針を有していないということは、
また自社の方針の準拠を調達先へ求めていないことは、
調達先に関する人権リスクを把握することを難しくする。
取引の関係性から、人権侵害に間接的に加担してしまう
というリスクがあることも示唆される。 

「地域間で取り組み状況、認識の度合い
にギャップがある」

操業している地域の観点から見ると、人権課題に対する
取り組み状況や認識の程度には、地域差があることが明ら
かになった。CSRに関する方針の有無を尋ねた質問では、全
体の6割が方針を有していると回答した。地域別には、高い
方から在西欧日系企業が8割弱、在アフリカが7割強、在南
西アジアが6割強、そして在ASEANが5.5割となり、最も高
い在西欧日系企業と最も低い在ASEAN日系企業の間に
は2割強の差があった（図 1）。次に調達先に対して自社の
方針への準拠を求める企業は、全体3割弱に対して、在西
欧は4割強、在アフリカは4割弱と高く、在ASEANは2割強
と低かった（図 2）。他方、顧客の方針への準拠を求められ
た企業は、在 ASEAN は56.9％と高く、在アフリカは4割強、
在南西アジア4.5割であった（図 3）。

社会や市場の要請により責任あるサプライチェーンの実
践が強く求められている欧州や、現地の法規制が未成熟でガ
バナンスが十分でなく人権リスクが発生する可能性が高い
と一般的に認識されているアフリカでは、自社で調達先にお
ける労働・安全衛生・環境に関する方針を保有し、調達先へ
準拠を求めることの意義を理解していると推測される。すな
わち、調達先の人権リスクが自社のサプライチェーンに与え
る影響を理解していることがうかがえる。一方で顧客方針へ
の準拠の経験は、数多くの日系企業が進出している ASEAN 
で高い傾向にあった。さらに別の質問で、企業が意識する国
際的な枠組み・ガイドラインを尋ねたところ、日系企業が意
識するのは、国際的な枠組み・ガイドラインよりも現地の労
働法等の関係法が高い。特に在ASEAN日系企業はこの傾
向が高く、ASEANではグローバルな枠組みとして社会から
の要請が高まりつつある「責任あるサプライチェーン」とし
て認識するよりも、直接現地社会から求められるものとし
てこの課題に取り組んでいる姿が浮かび上がる。一方で、
西欧企業の英国現代奴隷法やビジネスと人権に関する指

12	 山田・井上. アジア経済研究所. 2019. 図4. p: 16.

導原則に対する意識は高く、欧州市場で求められるものへ
の対応として、これらへの対処を行っている現れであろう12。

図 1．CSRに関する方針の有無（地域別）
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出所：山田・井上. アジア経済研究所. 2019. 図14. p: 25

図 2．調達先に対する労働・安全衛生・環境に
関する方針の有無（地域別）
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図 3．顧客の労働・安全衛生・環境に関する方
針への準拠（地域別）
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出所：山田・井上. アジア経済研究所. 2019. 図16. p: 26

2.2 労働分野における課題と機会
労働分野における主要なイシューとしては、賃金・福利

厚生、労働安全衛生、労働時間、児童労働、強制労働、均等
な機会と処遇、ハラスメント、結社の自由・団体交渉権、そ
してグリーバンスである[ILO Responsible supply chains 
Asia - CSR toolkit]。

前掲のアンケート調査において、「CSR方針を有してい
る」又は「CSR方針を有していないが、策定することを検討
している」企業にそのCSR方針に明示されている事項を尋
ねると、「適切な労働慣行・労働安全衛生の確保」83.4%が
最も回答の比率が高い。その後には「環境保全・保護への取
り組み」81.2%、「地域社会への配慮・参画」74.6%が上位に
あがる。企業規模別においても、「適切な労働慣行・労働安
全衛生の確保」は大企業 84.7%、中小企業82.9%とほぼ同
水準でCSR方針において明示しており、労働CSRを重視して
いることがうかがえる13。「企業が影響を及ぼす可能性があ
る労働・安全衛生・環境等に関わる分野のうち、自社及び調

13	 アジア経済研究所. “日系企業の責任あるサプライチェーン に関するアンケート調査 － 全体版 報告書 －”. アジア経済研究所. 2018. 2019年10月31
日最終閲覧. https://www.ide.go.jp/library/Japanese/Research/Project/2018/pdf/2018110007_01.pdf

14	 山田・井上. アジア経済研究所. 2019. 図3. p: 14.
15	 アジア経済研究所. 2018. 同上.

達先・納入先（顧客）のサプライチェーン上に関係すると捉え
ているか」を問う質問でも、多くの企業が「労働」に関係する
人権課題を選択し、サプライチェーン上における課題として
も「労働」を最重視していることが読み取れる。

しかし「労働」の中のいくつかのイシューにおいて、認識
の程度に違いがみられる。たとえば労働者の健康について
は87.6％と最も多くの企業が関係すると回答している。差別
については76.7%、、ハラスメントについては74.2%、強制労
働・人身取引については68.2%が関係すると回答している。
一方、結社の自由・団体交渉権の承認については関係すると
認識しているのは 49.8％である。また労働分野の中でも移
住労働者（現地以外の外国人）については、関係していると
回答したのは35.3%、関係しないと認識しているのが42.5%、 
そして22%が不明と回答している14。

ILO中核的労働基準については54.2%が「関係する」
を選択した一方、関係性について不明と答えた比率が最
も高かった項目であり、回答企業の27.6％が自社および 
サプライチェーン上での関係性について不明と回答してい
る。ILO中核的労働基準とは、4分野の結社の自由・団体交
渉権の承認、強制労働の禁止、児童労働の禁止、差別の撤
廃を指し、労働・雇用分野における基本的なグローバル・
スタンダードとされている。「自社及び調達先・納入先（顧
客）のサプライチェーン上に関係すると捉えているか」を問
う質問では、差別については 76.7%、強制労働・人身取引
については68.2%が関係すると認識している一方、子ども
の権利について関係すると認識しているのは51.8%、関係
していないとの回答は34.3%、結社の自由・団体交渉権に
ついては既述のとおり関係すると認識しているのは49.8
％、関係していないとの回答は29.7％、不明であるとの回
答が20.3%であるように、具体的な4分野の権利への理解
にはギャップがある15。

自社のオペレーションと人権課題の関係を紐づけるた
めには、自社のバリューチェーン全体と関連付けてその関
係性を理解することが必要であるが、日系企業の多くはそ
の関係性を的確に理解するにはまだ至っていないことが
分かる。国際的に認められている人権についての理解が不
足しているため、自社のバリューチェーン全体と関連付けて
自社が影響を及ぼす可能性がある人権課題を網羅的に把
握できていないことが分析された。

https://www.ide.go.jp/library/Japanese/Research/Project/2018/pdf/2018110007_01.pdf
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2.3 タイ自動車関連産業における
CSRの課題

先のアジア経済研究所のアンケートの回答企業814社
のうち、回答数がもっとも多かったのは在タイ企業181社で
あり全体の22.9%、また産業別には自動車/自動車部品/そ
の他の輸送機器が132社と最多であり全体の16.2%を占
めた。先に示した全体からのファインディングがタイにおけ
る日系自動車部品産業の現状をそのまま反映していると
はいえないが、傾向は表しているといえよう。

「CSR や労働・安全衛生・環境に関する国際的な 枠組
み・ガイドライン及び各国内法のうち、貴社で意識している
ものは何か」を尋ねた質問では、「現地の労働法等の関係
法」が挙げた企業が最も多く、全体では47.3%、在ASEAN
日系企業では50.8%が「現地の労働法等の関係法」と回答
している。次に続くのはILO中核的労働基準であり、全体の
24.8％、在ASEAN企業の25.3%であった。「ビジネスと人
権に関する国連指導原則」は全体の16.1%、在ASEAN企
業では15.8%が挙げている。OECD多国籍企業行動指針
は全体の10.1%、在ASEAN企業の9%、「多国籍企業及び
社会政策に関する原則の三者宣言（三者宣言）」は全体
の9.6%、在ASEAN企業の8.3%が挙げている。

16	 外務省. “ビジネスと人権に関するベースラインスタディ報告書”. 指導原則２－１（３）p: 40. 外務省. 2018. 2019年10月31日最終閲覧. https://www.
mofa.go.jp/mofaj/files/000433657.pdf

17	 外務省. 2018. 指導原則２－１（４）p: 40. 同上.

日系企業の労働CSRの取り組みは、まずは現地の労働
法等の関係法を確実に遵守することであることが看取でき
る。日本の法律では子会社の活動場所にかかわらず、子会
社が及ぼす人権への影響について親会社に対し「注意義
務」は設けていない16。企業が国外で行う事業において人
権を尊重することに対する期待を明確に示す国内措置と
しての報告義務は課されていない17。

このような現状において、日系企業が責任ある 
サプライチェーンを実現するためには、自主的かつ能動的
な取り組みが必要になっている。全体的傾向としては、既述
の通り、責任あるサプライチェーンの実践に受け身で能動
的な動きは弱い。しかし、実は業界そして個社の取り組みに
詳細に着目すると、日系企業の中でも能動的な取り組みが
随所に見られる。次章以降において、日本の自動車部品産
業を対象に、タイのサプライチェーンにおいて、実際にどの
ようにCSR/RBCの方針を推進しているのか、その取り組み
の状況、グッドプラクティス、そして課題を調査し分析する。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000433657.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000433657.pdf


3. 調査手法

3.1 調査手法概要
3.1.1 全体

本調査は、日・タイにおける個別の企業の事例調査、
ウェブサイト等の公開情報による机上調査、日本におけ
る業界団体へのインタビュー、日・タイにおける関連団体
へのインタビューを通じて行った。

3.1.2 個別企業の事例調査
協力企業に対し、対面で半構造化面接法 (semi-

structured interview)を行った。各企業のインタビュー
協力者には、経営者層、現場管理責任者、労働組合など
の労働者代表者を含めた。タイの現地調査では、工場見
学も実施した。なお本調査は、調査の目的上、本社、タイ
現地法人、取引先にて具体的な取り組みを労働者、経営
者、労働組合等から直接聞き取りを行い、労働現場を見
ながら調査を行うため、調査対象企業数は絞り込むこと
により定性的な情報収集を行った。

3.2 調査対象
3.2.1 対象産業

自動車部品産業。

3.2.2 対象国
日本（本社所在国）とタイ（現地法人とサプライヤ所

在国）の2カ国。

3.2.3 企業の事例調査の対象企業
日本自動車部品工業会（JAPIA : Japan Auto Parts 

Industries Association）の協力を得て、事前に調査協力
を依頼し、協力の承諾を頂いた日本の自動車完成品メー
カーのサプライチェーンにあるTier1（ティアワン）に位置
する企業と、それら企業のタイ現地法人、およびタイ現地
法人企業と直接取引がありタイに工場を持つTier2（ティ
アツー）サプライヤ。

3.2.4 企業の事例調査協力企業社数
本調査に協力いただいた企業数は、表 1に示す通り、

自動車完成品メーカーのTier1サプライヤである日本自
動車部品企業4社、Tier1日本自動車部品企業のタイ現
地法人8社、タイ現地法人のサプライヤでタイに工場を有
するTer2サプライヤ4社の合計15社である。

表 1．調査協力企業社数

自動車メーカー
のTierlサプ ライ
ヤである日本自動
車部 品 企業

Tier1 日本
自動車部品
企業の タイ
現地法人

タイ現地法人の
サプライヤ でタイ
に工場を有する
Tier2 サプライヤ

4社 8社 4社 (日系2社、 
地場2社)

3.2.5 調査協力企業詳細
本調査に協力いただいた調査協力企業の概要を表 2

に示す。なお、調査に協力いただいたタイ現地法人のサプラ
イヤでタイに工場を有するTier2サプライヤは、当該企業か
ら承認を得られた場合に限り本文中で企業名を公開した。
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表 2．調査協力企業詳細（五十音順）

日系自動車メーカーの Tier1サプ
ライヤである日本自動車部品企業

Tier1日本自動車部品企業の 
タイ現地法人 タイ現地法人の設立年

タイ現地法人の 
主要製品

NOK株式会社 THAI NOK CO., LTD. 1988年 オイルシール、Oリ 
ング、ゴム部品等

株式会社デンソー

DENSO (THAILAND) CO., LTD. (DNTH) 1972年 (DNTH)

自動車用エアコン
シ ステム、 電気、
熱、 パワートレイ
ン製品 等

SIAM DENSO MANUFACTURING CO., 
LTD. (SDM)

2002年 (SDM)

DENSO INTERNATIONAL ASIA CO., 
LTD. (DIAT)

2007年 (DIAT)

日本特殊陶業株式会社
SIAM NGK SPARK PLUG CO., LTD. 1974年 (Siam NGK) スパークプラグ、

グ ロープラグ等
NGK SPARK PLUG (ASIA) CO., LTD. 2013年 (Asia NGK)

矢崎総業株式会社
THAI ARROW PRODUCTS CO., LTD.

1967年 (THAI  
ARROW PRODUCTS) ワイヤーハーネ

ス等
THAI YAZAKI CORPORATION, LTD.

1967年  
(THAI YAZAKI)

出所：各社ウェブサイトやパンフレット等の情報を基に筆者作成

3.3 調査期間
2019年6月～10月。タイの自動車部品企業訪問は7

月19日（金）、及び7月30日（火）～8月2日（金）の間に実
施した。

3.4 企業の事例調査における調査項
目

以下の内容を企業インタビューの項目に含めた。

①	 回答企業のプロフィール、主要製品、タイにおける 
サプライチェーンの状況等の基本情報。サプライチェーン
におけるTier1企業とTier2企業以降の関係性、主要製
品の取引状況における位置づけ。

②	 企業が行うサプライチェーンにおけるCSR、RBCを推
進するために行っている取り組みと、それを進める
上での課題。

③	 企業が労働現場で直面している課題。

④	 企業が現地特有の問題を特定し、これらの問題にどの
ように対処しているか。

⑤	 企業はどのように労働者とのコミュニケーションを推
進しているか。

⑥	 Tier1企業のCSRに関する方針をTier2以降のサプライ
ヤに推進するために行っている具体的な活動事例。



4. 日本の自動車部品業界におけるCSR方
針の推進

18	 JAPIAウェブサイト. “概要”. 最終閲覧2019年7月26日最終閲覧. https://www.japia.or.jp/japia/gaiyou/
19	 JAPIAへの聞き取り調査による (2019年9月12日実施)
20	 同上.
21	 JAPIAウェブサイト. “CSR（企業の社会的責任）の取組みについて”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.japia.or.jp/work/csrbcp/csr/
22	 JAPIAウェブサイト. “CSRガイドブック“. 2010年. 最終閲覧2019年6月26日最終閲覧. https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/

CSR_H22guidebook.pdf
23	 JAPIAウェブサイト. “CSRチェックシート“. 2010年. 2019年6月26日最終閲覧. https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_

H22check.pdf

4.1 業界のCSR方針とその取り組み
本パートでは、日本の自動車部品業界においてCSRを

推進する業界団体である、一般社団法人日本自動車部品
工業会（JAPIA）とその取り組みについて紹介する。JAPIA
は、同団体ウェブサイト18で次の通り自己紹介している。「
一般社団法人日本自動車部品工業会（部工会）は、1969
年（昭和44年）８月に前身である自動車部品工業会をよ
り公益性の高い社団法人として改組し発足した業界団体
で」であり、「今や部工会会員企業の自動車部品出荷額は
約20兆円になり、国内のみならず世界の自動車づくりを支
えてい」る。「（同団体は）自動車部品に関する諸課題に取り
組み、我が国自動車部品工業の発展を図り、もって我が国
経済の発展と国民生活の向上に寄与することを目的とす
る」。2019年9月時点でのJAPIA会員企業数は、日本で自動
車部品を製造・販売している企業が約440社19、2017年時
点でのJAPIA会員企業のタイ現地生産子会社の法人数は
252社に上る20。

JAPIAは同団体ウェブサイト「CSR（企業の社会的責任）
の取組みについて」21において、CSRに対する考え方を次の
ように述べている。

「CSRを巡る昨今の動きとしては、平成22年5月には
OECD多国籍ガイドラインが改訂、新たに人権の章が設
けられ、企業にまず人権尊重を求め、自らの活動で人権

の被害をもたらすことを防ぐだけでなく、取引関係による
業務、製品やサービスに関連して起こる人権の侵害を防
止し、緩和する方策を考えること、企業の規模、業務の内容
や人権の侵害のリスクに応じてデュー・ディリジェンス（相
当の注意）を払うよう勧告されています。また、同年11月に
は、社会的責任の国際規格であるISO26000が発行され、
グローバル企業が取組むべき課題が共有されました。我
が国においても、日本経団連が同年9月に企業行動憲章
の改訂を行いました」

「このように、企業は、これまで以上に株主・投資家、消
費者、取引先、従業員、地域社会をはじめとする企業を取り
巻く幅広いステークホルダーとの対話を通じて、その期待
に応え、信頼を得るよう努めるとともに、また、企業グルー
プだけでなく、サプライチェーン全体にCSRを踏まえた行
動を促すことが求められています。更には、人権問題や貧
困問題への関心の高まりを受けて、グローバルな視野を
もってこれらの課題に対応することが重要となっています」

JAPIAのCSRに対する考え方と推奨する取り組み内容
を具体的に示したものが、2008年5月に策定され、2010年
4月に改訂版が発行された「CSRガイドブック」22と「CSRチ
ェックシート」23である。JAPIAは、同団体ウェブサイト上で
2つの文書を、「会員企業のCSRへの取り組み支援として、
平成20年5月に『CSRガイドブック』と『CSRチェックシート』

https://www.japia.or.jp/japia/gaiyou/
https://www.japia.or.jp/work/csrbcp/csr/
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22check.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22check.pdf
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を策定、平成22年4月に改訂版を発行し、会員企業各社の
CSR活動の指針として、安全・品質や環境問題、人権・労働
等の問題、格差是正の課題に対する取り組みなどにご活用
頂き、企業の自発的な活動と、自動車部品業界全体の底上
げについてのお願いをさせて頂きました」24と紹介している。

JAPIAは、CSRガイドブックの中でCSRを「ステークホ
ルダーとの相互理解・信頼関係をもとに、企業の成長を
維持し、かつ社会の持続的な発展を可能にしていくため
の企業の自発的活動」「『全く新しい活動を今から始める
もの』ではなく、既存の活動を全社横断的に体系化・見え
る化し、不足している部分を強化していく活動」25と定義す
る。JAPIAは同ガイドブックを策定した背景について、「自動
車部品企業のグローバルな活動の進展に伴い、社会への
影響力が増大」「国際標準化機構（ISO）が規格を制定・発
効見込み（2010年末予定）」「ステークホルダーからの要請

（例）自動車メーカーがサプライチェーンマネジメントの
一環として、部品企業にCSRの取り組みを要請する動き
が拡大」26と同ガイドブックに記載している。同ガイドブッ
クの策定の目的については、「会員企業が、CSRを推進す
る上で共通認識を醸成して、自社の問題点を明確化し、今
後の改善につなげていただきたい」「会員企業が、CSRを 
サプライチェーンへ拡大していく際の展開ツールとして、
活用していただきたい」27と述べている。

JAPIAのCSRガイドブックは、「CSR推進の国内外の潮
流を見据えて、特に、会員各社の問題点の明確化・改善が
期待される８分野30項目を抽出」28している。同ガイドブッ
クは、「『経団連・企業行動憲章』29及び『経産省・自動車産
業適正取引ガイドライン』30を参照」「電子業界のEICC31（米
国）、JEITA32（日本）のガイドライン33を参照」「自動車業界
の『日本自動車工業会・サプライヤーCSRガイドライン』を
参照」「部工会として業界の特徴になる要素を考慮」34した
と記載されている。2010年の改訂版では、同ガイドブックに

24	 JAPIAウェブサイト. “CSR（企業の社会的責任）の取組みについて”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.japia.or.jp/work/csrbcp/csr/
25	 JAPIAウェブサイト. “CSRガイドブック“. 2010年. 最終閲覧2019年6月26日. https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_

H22guidebook.pdf
26	 JAPIAウェブサイト. “CSRガイドブック“. 2010年. 最終閲覧2019年6月26日最終閲覧. https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/

CSR_H22guidebook.pdf
27	 JAPIAウェブサイト. “CSRガイドブック“. 2010年. 2019年6月26日最終閲覧. https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_

H22guidebook.pdf
28	 JAPIAウェブサイト. “CSRガイドブック“. 2010年. 最終閲覧2019年6月26日. https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_

H22guidebook.pdf
29	 日本経団連ウェブサイト. “経団連・企業行動憲章”. 最終閲覧2019年7月1日, https://www.keidanren.or.jp/policy/cgcb/charter2017.pdf
30	 経済産業省ウェブサイト. “経産省・自動車産業適正取引ガイドライン”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/

torihiki/2014/141211sitauke.pdf
31	 EICC：Electronic Industry Code of Conduct（現RBA: Responsible Business Alliance）
32	 JEITA：Japan Electronics and Information Technology Industries Association（一般社団法人電子情報技術産業協会）
33	 JEITAウェブサイト. “「サプライチェーンCSR推進ガイドブック」の公開について”. 最終閲覧2019年7月1日, https://home.jeita.or.jp/ecb/csr/
34	 JAPIAウェブサイト. “CSRガイドブック“. 2010年. 最終閲覧2019年6月26日. https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_

H22guidebook.pdf
35	 JAPIAウェブサイト. “CSR（企業の社会的責任）の取組みについて”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.japia.or.jp/work/csrbcp/csr/
36	 JAPIAへの聞き取り調査による (2019年8月20日実施)
37	 同上.

取引先への展開に関する章が追加され、人権・労働及び環
境の分野にそれぞれ1項目ずつが追加された。

2010年改訂版のCSRガイドブックは、安全・品質、人権・
労働、環境、コンプライアンス、情報開示、リスクマネジメン
ト、社会貢献、自社及びお取引先（仕入先）展開の全8分野
30項目を定めている。表 3は、本ガイドブックに記載され
ている内容の内、8分野と30項目を、抜粋して一覧にした
ものである。「人権・労働」の分野を紹介すると、ここには
ありたい姿として「社員の人権を尊重するとともに、一人
ひとりを大切にし続けている」と記載されている。詳細項
目として、差別撤廃、人権尊重、児童労働の禁止、強制労
働の禁止、賃金、労働時間、社員との対話・協議、安全・健
康な労働環境、人材育成の9つが含まれる。それぞれの
項目は具体的な内容と共に提示されており、例えば「差
別撤廃」の項目は、「あらゆる雇用の場面において、人種・
民族や出身国籍・宗教・性別等を理由とした差別を行っ
ていない」状態のことを示し、「あらゆる雇用の場面とは､
応募､採用、昇進、賃金、解雇、業務付与、懲罰等を指す」
との解説がなされている。

JAPIAは、2008年のCSRガイドブック策定の際に、CSR
チェックシートを策定した。同チェックシートについてJAPIA
は、「同時に取り組みの現状を見える化する『CSRチェック
シート』に会員企業様からご回答頂き、個社および業界全
体としての取り組み状況の把握と、課題についてのフィー
ドバックを通じて、各社の改善活動のご参考にして頂きま
した」35と述べている。JAPIAは、CSRチェックシートによっ
て会員企業各社のCSR取り組みを把握し、業界平均と個
社別データを分析し、会員企業に対してCSR活動の推進
を行った36。2019年8月時点では、その後各社のCSR推進
の取り組みが深化したことを受け、JAPIAのCSRチェック
シートを用いてサプライヤの調査を継続的に実施するか
否かは会員企業に任されている37。

https://www.japia.or.jp/work/csrbcp/csr/
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.keidanren.or.jp/policy/cgcb/charter2017.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2014/141211sitauke.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2014/141211sitauke.pdf
https://home.jeita.or.jp/ecb/csr/
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/csrbcp/csr/CSR_H22guidebook.pdf
https://www.japia.or.jp/work/csrbcp/csr/
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表 3．JAPIA CSRガイドブックの8分野と30項目

分野 項目

安全・品質 	■ お客様 (顧客・消費者) ニーズに応える製品の提供
	■ 製品に関する適切な情報の提供
	■ 製品の安全確保
	■ 製品の品質確保

人権・労働 	■ 差別撤廃
	■ 人權 尊重
	■ 児童労働の禁止
	■ 強制労働の禁止
	■ 貨 金
	■ 労働時間
	■ 社員との対話・協議
	■ 安全・健康な労働環境
	■ 人材育成

環境 	■ 環境マネジメント
	■ 温室効果ガスの排出削減
	■ 大気・水・土壌等の環境汚染防止
	■ 省資源・廃棄物削減
	■ 化学物質管理

コンプライアンス 	■ 法令の遵守
	■ 競争法の遵守
	■ 腐敗防止
	■ 機密情報の管理・保護
	■ 輸出取引管理
	■ 知的財産の保護

情報開示 	■ ステークホルダーへの情報の開示

リスクマネジメント 	■ リスク管理の仕組み
	■ 事業継続計画の策定

社会貢献 	■ 地域 (コミュニティ) への貢献

自社及びお取引先 (仕入先) 展開 	■ 自社内におけるCSR活動の仕組み・展開
	■ 自社→お取引先 (仕入先) に対するCSR活動の仕組み・展開

出所：JAPIA CSRガイドブックを基に筆者が作成

4.2 企業が採用するグローバルな
CSR推進の枠組みや基準

本パートでは、日本の自動車部品企業が、労働現場に
おけるCSRの推進のために依拠する枠組みや基準を、自動
車部品業界の関連団体や各企業が公開している情報から、
表 4に整理した。枠組みや基準を、「国際的な枠組み・ガイ
ドライン」「各国の規制」「国際的に認知されている社会ア
セスメント基準」「国際的な報告書の基準」「日本国内業界

団体基準」「国際業界団体や基準」「安全衛生マネジメント
システム」の7つに分類した。多くの業界関連団体や自動
車部品企業は、そのウェブサイトやCSRレポートにおいて
国際的な枠組み・ガイドラインである、ILO中核的労働基
準、ビジネスと人権に関する国連指導原則、OECD多国
籍企業行動指針等への理解と準拠の意思を示している。
また、各社が保有するCSR方針やCSRガイドラインには、
国際的な枠組み・ガイドラインに加えて、各企業の事業に
深く関係する各国の規制や業界団体基準へ準拠し事業
を行うことが宣言されている。
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表 4．日本の自動車部品業界が関心を示すCSRに関する枠組み・規制・基準等

国際的な枠組み・ガイ
ドライン

	■ ILO中核的労働基準 
	■ ILO 多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言 (多国籍企業宣言)
	■ ビジネスと人権に関する国連指導原則
	■ OECD 多国籍企業行動指針
	■ OECD 信頼性原則と汚職防止倫理導入チェックリストと企業コンプライアンスハンドブック

各国の規制

	■ 米国人身取引被害者保護法 
	■ ドッド･フランク法 (米国金融規制改革法)
	■ 英国現代奴隷法
	■ GDPR (General Data Protection Regulation: 一般データ保護規則)
	■ 米国海外腐敗行為防止法 (Foreign Corrupt Practices Act)
	■ イギリス賄賂防止法 (Bribery Act 2010)
	■ 紛争鉱物に関する EU 指令 (EU)2017/821)
	■ 現地の労働法等の関連法

国際的に認知されて
いる社会アセスメン
ト基準

	■ SA8000:2014 (SAI)
	■ RBA: Responsible Business Alliance 旧電子業界行動規範 (EICC)
	■ RMI: Responsible Minerals Initiative
	■ SEDEX: Supplier Ethical Data Exchange 社メンバー倫理的取引監査 (SMETA)
	■ amfori BSCI

国際的な報告書の
基準

	■ 国連グローバル・コンパクト
	■ GRI Sustainability Reporting Guidelines (G4)
	■ IS026000
	■ IFCパフォーマンス基準
	■ RMI紛争鉱物レポーティング・テンプレート (Conflict Minerals Reporting Template)

日本国内業界団体
基準

	■ 日本経団連 企業行動憲章
	■ 一般社団法人日本自動車部品工業会 CSRガイドブック (JAPIA)
	■ 一般社団法人電子情報技術産業協会 サプライチェーン CSR推進ガイドブック (JEITA)

国際業界団体や基準
	■ ヨーロッパ自動車業界のパートナーシップ 「持続可能性推進パートナーシップ: Drive 

Sustainability」
	■ AIAG: Automotive Industry Action Group (自動車業界標準化推進組織)

安全衛生マネジメント
システム

	■ ILO労働安全衛生マネジメントシステムに関するガイドライン (ILO-OS H2001)
	■ 労働安全衛生評価 OHSAS18001
	■ ISO 45001 労働安全衛生

出所：自動車部品業界の関連団体や各企業が公開している情報を基に筆者が作成

38	 JAPIAへの聞き取り調査による (2019年8月20日実施)

4.3 自動車部品企業4社のCSR方針
および取引先企業に対する推進の取
り組み

本調査に協力いただいた自動車部品企業、NOK株式
会社、株式会社デンソー、日本特殊陶業株式会社、矢崎総
業株式会社の4社は、それぞれCSRに関する方針を有し、そ
の方針を取引先企業に推進するためのガイドラインを策

定している。本パートでは、各社へのインタビューやウェブ
サイト調査を通じて明らかになった結果をまとめる。当該
4社はJAPIAの加盟企業であり、JAPIAがCSRガイドブック
の策定を検討した際のワーキンググループのメンバーであ
り38、それぞれ自社のCSRに関する方針を保有し、ウェブサ
イト上に公表している。各社のCSRに関する方針は、企業
行動原則や企業行動宣言がCSR方針を兼ねているもの、
自社の企業行動原則や企業行動憲章に基づきCSR方針
として別途策定されたものがある。4社のCSRに関する方
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針に掲げられている内容は、その内容が示される分類や
項目の名称は異なるが、JAPIAのCSRガイドブックの8分
野と安全・品質、人権・労働、環境、コンプライアンス、情
報開示、リスクマネジメント、社会貢献、自社及びお取引先

（仕入先）展開の全8分野を網羅している。表 5は、4社の
CSRに関する方針に掲げられている内容をJAPIAのCSR
ガイドブックの8分野に照らし合わせ、各社の方針の詳細
が示されている文書名と8分野に該当する内容が記載さ
れている項目の名称を整理したものである。次に各社毎
にその内容を説明する。

NOK株式会社は、自社ウェブサイトの「CSRマネジメン
ト報告」NOKグループCSRの考え方39において、「NOKグル
ープは、企業行動憲章において『経済社会の発展を担うだ
けでなく、すべての利害関係者、いわゆるステークホルダー
に誇りをもってもらい、ともに夢を追い続けることのできる
経営』を推進する」と宣言している。同社は、同ページに「す
べての事業活動は企業行動憲章（経営理念・経営方針・企
業行動原則）を土台として行って」おり、「環境、社会、企業
統治の各方面において、企業の社会的責任（CSR）を果た
すことは、事業活動の継続と一体のものである」40と明示
している。同社のCSRに関する方針は、NOK企業行動憲
章全体で構成され、取るべき行動の具体的内容はNOK企
業行動原則41に示されている。NOK企業行動原則には、社
会的に有用な商品の提供、公正・適正な取引、適正な情報
の開示と管理、危機管理の徹底と反社会的勢力との関係
遮断、環境保全の取り組み、社会貢献活動の実践、国際社
会との調和、人権の尊重、安全で働きやすい職場環境の確
保、役員の責任、問題発生時の対応の11原則が含まれる 

（図 4）。同社はNOK企業行動原則を、自社及び取引先企
業に対して推進している。

株式会社デンソーのCSRに関する方針は、「デンソーグル
ープサステナビリティ方針（以下「サステナビリティ方針」）42 
に定められている。サステナビリティ方針は、前文「デンソ
ーグループは、『世界と未来をみつめ新しい価値の創造
を通じて人々の幸福に貢献する」を会社の使命としてい
ます。この使命を達成するために、デンソーグループの全
ての従業員が、グローバル企業としてふさわしい行動を、
社会やステークホルダーとのつながりの中で実践できる
ように『デンソーグループサステナビリティ方針』を定めま
した。私たちデンソーグループは、各国・地域における誠
実な企業行動の実践を通じ、社会の持続的な発展に率先

39	 NOK株式会社. “CSRマネジメント報告”. 最終閲覧2019年8月1日. http://www.nok.co.jp/csr/management.html
40	 同上.
41	 NOK株式会社. “トップメッセージ”. 最終閲覧2019年12月10日. http://www.nok.co.jp/csr/message.html
42	 株式会社デンソー. 「デンソーグループサステナビリティ方針」 最終閲覧2019年12月10日. https://www.denso.com/jp/ja/csr/pdf/sustainability_

policy_ja.pdf
43	 株式会社デンソー. 「サステナビリティマネジメント」. 最終閲覧2019年12月10日.  https://www.denso.com/jp/ja/csr/csr-policy/policy/
44	 日本特殊陶業株式会社. “私たちのCSR”. 最終閲覧2019年7月1日最終閲覧. https://www.ngkntk.co.jp/csr/our_csr/
45	 日本特殊陶業株式会社. “日本特殊陶業グループ CSR方針”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.ngkntk.co.jp/csr/pdf/csr_policy1.pdf
46	 矢崎総業株式会社. “矢崎グループCSR方針”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.yazaki-group.com/csr/csr.html

して貢献します」から始まる。デンソーグループサステナビ
リティ方針は昨今の社会環境変化を踏まえ、2018年12月
に旧CSR方針である「デンソーグループ企業行動宣言」を
改訂して策定された。同社は、同社にとってのサステナビ
リティ経営とは、社会のサステナビリティの視点を経営戦
略に採り入れることで、当社の企業価値向上を図っていく
こと、つまり『事業を通じて、収益を伴いながら社会課題
解決に貢献すること』です」43であると宣言している。同社
のサステナビリティ方針は、図 5・図 6に示される通り、事
業を通じた社会の持続的発展への貢献、法令順守・倫理
的行動の実践、お客様との信頼関係、オープンでフェアな
事業慣行と責任ある調達活動、人権の尊重、社員を大切
にする労働環境・企業風土づくり、環境経営、社会参画と
発展への貢献、情報開示、ステークホルダーとの対話、リ
スク管理の徹底、経営トップの役割の11方針が含まれる。

日本特殊陶業株式会社は、同社ウェブサイト「私たちの
CSR」44において、「企業理念に基づいて当社グループの経
済・環境・社会活動をグローバルな視点で再点検し、社会に
説明責任を果たすことで、企業価値の向上、ひいては社会の
持続的発展に寄与することを『私たちのCSR」と考えます」
と述べている。同社は、企業理念である「相互信頼を深め、
未来を見つめた新たな価値を提案し、世界の人々に貢献」
することを実現するために、企業行動規範およびCSR方針
に基づき、社会的良識をもって行動することを目指している

（図 6）。同社のCSR方針の内容は、「日本特殊陶業グルー
プCSR方針」45に定められており、コンプライアンス方針、情
報セキュリティ方針、情報開示方針、リスクマネジメント方
針、調達方針、基本品質方針、人財方針、労働安全衛生基
本方針、環境方針、社会貢献方針の10の方針から成り立
つ。CSR方針には、分野別の10方針の詳細と、行動指針と
して具体的な取るべき行動が示されている。

矢崎総業株式会社は、「矢崎グループCSR方針」46を有
し、本方針をグループ全社および取引先に対して推進する
ことで、社会の持続可能な発展に貢献することを目指して
いる。CSR方針の前文には、「矢崎グループの社是である 

『世界とともにある企業』『社会から必要とされる企業』
は、社会からの信頼と期待に応えることにより実現しま
す。私たちは、経営基本方針に基づき、常にステークホル
ダーの声に耳を傾け、ここに定めた方針を事業活動を通
じ、実践することより社会の持続可能な発展に貢献する
ことを目指します」と記されている。矢崎グループCSR方

http://www.nok.co.jp/csr/management.html
http://www.nok.co.jp/csr/message.html
https://www.denso.com/jp/ja/csr/pdf/sustainability_policy_ja.pdf
https://www.denso.com/jp/ja/csr/pdf/sustainability_policy_ja.pdf
https://www.denso.com/jp/ja/csr/csr-policy/policy/
https://www.ngkntk.co.jp/csr/our_csr/
https://www.ngkntk.co.jp/csr/pdf/csr_policy1.pdf
https://www.yazaki-group.com/csr/csr.html
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針は、図 7に示される通り、お客様、地域社会・国際社会、地
球環境、お取引先、従業員への責任を示すの5方針から成
り立つ。同社は、CSRレポート（2018年）においてCSR方針
について「矢崎グループのCSR活動の軸である『CSR方針』

47	 矢崎総業株式会社. “CSR REPORT 2018”. p:9. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.yazaki-group.com/pdf/ser2018/all.pdf

は、経営基本方針をCSRの観点で再整理し、具体化するこ
とによりステークホルダーへの責任を明らかにしたもので
す」47と記述している。

表 5．4社のCSRに関する方針に掲げられている内容をJAPIAのCSRガイドブックの8分野に照らし
合わせ、各社の方針の詳細が示されている文書名と8分野に該当する内容が記載されている項目
の名称を整理した一覧表

組織名 JAPIA NOK株式会社 株式会社デン
ソー

日本特殊陶業株
式会社

矢崎総業株式
会社

CS R方針が 
記載されてい 
る文書名

「CS Rガイドブ
ッ ク」の8分野

「NOK企業行動原
則」の11原則

「デンソーグルー
プ サステナビリテ
ィ方針」の11方針

「日本特殊陶業グ
ループCSR方針」
の10方針

「矢崎グループ
CSR方針」の5方針

分野・ 項目名

安全・品質 社会的に有用な商
品の提供

お客様との信頼関
係、事業を通じた
社会の持続的発
展への貢献

基本品質方針 お客様

人権・労働 国際社会との調和、
人権の尊重、安全で 
働きやすい職場環境
の確保

人権の尊重、社員
を大切にする労
働環境・企業風土
づくり

人財方針、労働安
全衛生基本方針

地域社会・国際社
会、従業員

環境 環境保全の取り組み 環境経営 環境方針 地球環境

コンプライア
ンス

公正・適正な取引、
危機管理の徹底と反
社会的勢力との関係
遮断 、適正な情報の
開示と管理

法令順守・倫理的
行動の実践

コンプライアンス
方針、情報セキュ
リティ方針

コンプライアンス
方針、情報セキュ
リティ方針

情報開示 適正な情報の開示
と管理

情報開示・ステー
クホルダーとの
対話

情報開示方針 お客様、地域社
会・国際社会

リスクマネジメ
ント

役員の責任、問題発
生時の対応

リスク管理の徹
底、経営トップの
役割

リスクマネジメン
ト方針

お客様

社会貢献 社会貢献活動の
実践

社会参画と発展
への貢献

社会貢献方針 地域社会・国際
社会

自社及びお取
引先（仕入先）
展開

役員の責任 オープンでフェア
な事業慣行と責任
ある調達活動

調達方針 お取引先

出所：JAPIA CSRガイドブック及び各社のCSRに関する方針に記載されている内容を基に、筆者が作成

https://www.yazaki-group.com/pdf/ser2018/all.pdf
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図 4．NOK企業行動憲章

出所：NOK株式会社ウェブサイト48

48	 NOK株式会社. “トップメッセージ”. 最終閲覧2019年12月10日最終閲覧. http://www.nok.co.jp/csr/message.html

http://www.nok.co.jp/csr/message.html
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図 5．デンソーグループサステナビリティ方針

デンソーグループ※は、「世界と未来をみつめ新しい価値の創造を通じて人々の幸福に貢献する」を会社の
使命としています。この使命を達成するために、デンソーグループの全ての従業員が、グローバル企業としてふ
さわしい行動を、社会やステークホルダーとのつながりの中で実践できるように「デンソーグループ
サステナビリティ方針」を定めました。
私たちデンソーグループは、各国・地域における誠実な企業行動の実践を通じ、社会の持続的な発展に率
先して貢献します。

(事業を通じた社会の持続的発展への貢献)
変化を先取り、技術や生産方法あるいは組織、マネジメントなどの変革を通じて、社会に有用かつ
安全な商品・サービスを開発、提供し、社会的課題の解決に努めます。

デンソーグループ サステナビリティ方針
― 持続可能な社会の実現のために ― 

(お客様との信頼関係）
「お客様第一」の精神のもと、お客様の期待に応えるよう、優れた技術を追求して、魅力にあふれ
かつ最高の品質の商品・サービスを提供します。また商品・サービスに関する適切な情報提供、
誠実なコミュニケーションを行い、信頼を獲得するように努めます。

(オープンでフェアな事業慣行と責任ある調達活動）
・オープンでフェアかつ自由・適正な取引に努めるとともに、デンソーグループ内だけでなくサプライチェーン
においてもこの方針が確実に実行されるように、責任ある調達活動に努めます。
・仕入先様をはじめとする取引先様を対等のパートナーとして尊重し、信頼関係を築き上げて、
相互発展を目指します。

(法令順守・倫理的行動の実践）
・国の内外において、関係法令、国際ルールとその精神を順守し、各国・地域の文化・歴史を
尊重しつつ、高い倫理観をもって、健全かつ公正な事業活動に努めます。
・競争法、贈収賄規制法、輸出規制法、知的財産保護法、個人情報を含むデータ保護法などに
関わる法令違反行為に関与しません。

※㈱デンソー、連結マネジメント対象会社および㈱デンソーが筆頭株主の会社

2006年 4月制定
2018年12月改定

(人権の尊重）
「世界人権宣言」「国連ビジネスと人権に関する指導原則」などの各種国際規範を踏まえ、
事業活動をとりまくすべての人々の人権を尊重し、いかなる形であれ強制労働・児童労働など人権
を侵害する労働またはそれに準ずる行為は行いません。
また人権問題を引き起こす原因となりうる紛争鉱物問題など、人権の侵害に加担することのない
事業活動に努めます。
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図 6．デンソーグループサステナビリティ方針（続き）

出所：株式会社デンソーウェブサイト49

49	 株式会社デンソー. 「デンソーグループサステナビリティ方針」. 最終閲覧2019年12月10日. https://www.denso.com/jp/ja/csr/pdf/sustainability_
policy_ja.pdf

(情報開示、ステークホルダーとの対話)
企業情報を適時かつ適正に開示するとともに、ステークホルダーとのオープンかつ公正で、建設的な対話
を通じて、経営の透明性を高め、相互理解・信頼関係の維持発展に努めます。

(環境経営)
地球環境課題解決に資する技術開発、工場運営、社員行動および環境価値創造マネジメントを
実践します。

(社会参画と発展への貢献)
社会との共生をめざし、事業活動を行うあらゆる国・地域において、独自にまたはパートナーと協働
しながら積極的によりよい社会づくりに参画し、その発展に貢献します。

(リスク管理の徹底）
市民生活や企業活動に脅威を与えるテロ、サイバー攻撃、自然災害等の多様化するリスクに備え、
常にリスクを把握し、被害の最小化と事業継続との両面からリスク管理を徹底します。

(経営トップの役割）
経営トップは、本指針の精神の実現が自らの役割であることを認識して経営にあたり、実効あるガバナンス
を構築します。

2018年12月26日

株式会社デンソー
取締役社長

(社員を大切にする労働環境・企業風土づくり）
・労働時間、休日、賃金などの基本的労働条件に関する各国・地域の法令を順守するとともに、
健康と安全に配慮した働きやすい職場環境の維持・向上に取り組みます。
・社員の能力を高め、多様な人材が活躍できるような働き方の実現に努めるとともに、あらゆる雇用の
場面において、性別・年齢・国籍・障がいの有無、性的指向などによる差別のない労働条件と機会を
提供します。
・社員との誠実な対話と協議を通じて、相互信頼・相互責任の価値観を構築し、ともに分かち合います。

https://www.denso.com/jp/ja/csr/pdf/sustainability_policy_ja.pdf
https://www.denso.com/jp/ja/csr/pdf/sustainability_policy_ja.pdf
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図 7．日本特殊陶業株式会社「私たちのCSR」

出所：日本特殊陶業株式会社ウェブサイト50

50	 日本特殊陶業株式会社. “私たちのCSR”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.ngkntk.co.jp/csr/our_csr/

https://www.ngkntk.co.jp/csr/our_csr/
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図 8．矢崎総業株式会社「矢崎グループCSR方針」

CSR 方針
矢崎グループの社是である「世界とともにある企業」「社会から必要とされる企業」は、社会からの信頼と期待に応えること
により実現します。私たちは、経営基本方針に基づき、常にステークホルダーの声に耳を傾け、ここに定めた方針を事業活
動を通じ、実践することより社会の持続可能な発展に貢献することを目指します。

私たちは、お取引先がこの方針に賛同し、共に行動するよう働きかけます。

お客様 	■ お客様の期待及び関係法令や規格に基づき安全で高品質な製品とサービスを提供します。
	■ お客様の視点に立ち、製品に関する必要な情報を適切に提供します。
	■ 開発の成果は知的財産権によって保護し、積極的に活用するとともに、他者の正当な知的財産権を尊重

します。
	■ 業務上知り得たお客様の個人情報を含むさまざまな機密情報を、厳重に管理・保護します。
	■ 事業を取り巻く予測可能なあらゆるリスクの予防に努めます。万が一、緊急事態が起こった際に従業員や

地域住民の人命を最優先に行動すると共に、事業を継続できるよう取り組みます。

地域社会・ 
国際社会

	■ 各国の文化・法令等を尊重し、あらゆる企業活動において関係法令およびこの方針をはじめとする定め
られたルールを遵守します。

	■ 事業活動を行う国や地域の輸出入管理に関する法令等を遵守します。
	■ 公務員や政治家に対する贈賄を禁止し、行政機関等との健全かつ透明性ある関係を維持します。
	■ 地域社会の一員として豊かな社会作りを目指し、積極的に対話するとともに社会貢献活動を推進します。

地球環境 	■ 矢崎地球環境憲章に基づき、次世代に豊かな地球環境を引き継ぐために環境保全活動を積極的に推進
します。

お取引先 	■ お取引先と公平・公正かつ透明性ある関係を維持し、誠実な取引を行います。
	■ 各国・地域の公正競争を維持するための法令等を遵守します。
	■ 調達活動においても人権、環境等この方針で定められた課題へ配慮します。

従業員 	■ 誠実な対話を通じ、従業員との信頼を構築します。
	■ 従業員の多様性を尊重し、均等な雇用機会を提供するとともに、差別を行いません。
	■ 人権を尊重し、これを侵害することは認めません。また、強制労働や児童労働は行いません。
	■ 賃金、労働時間をはじめとする労働に関する法令を遵守するとともに、全従業員に対し
	■ 公正な労働条件を提供し、安全で健康的な労働環境を維持します。
	■ 従業員の人材育成に積極的に取組み、能力や創造性の向上を支援します。

出所：矢崎総業株式会社ウェブサイト51

51	 矢崎総業株式会社. “矢崎グループCSR方針”. 最終閲覧2019年7月1日最終閲覧. https://www.yazaki-group.com/csr/csr.html

https://www.yazaki-group.com/csr/csr.html
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次に、4社がCSRに関する方針を仕入先へ推進する取
り組みについて説明する。各社はそれぞれCSR方針を仕入
先に推進するために具体的な行動として示した文書（CSR
調達ガイドライン）52を有し、これを仕入先に提示して自社
CSRに関する方針に対する仕入先の理解と準拠を求めて
いる。4社のCSR調達ガイドラインは、策定の際にJAPIAの
CSRガイドブックを参照した旨を示しており、JAPIAのCSR
ガイドブックの全8分野を網羅する内容となっている。加え
て、JAPIAのCSRガイドブックには含まれていない紛争鉱物
に関する項目を定めている企業もあり、例えばNOK株式会
社は、CSR調達ガイドラインに紛争鉱物に関する項目を定
めている。4社中3社が、仕入先企業がどのように自社CSR
方針を推進しているかの状況を確認するために、CSRチェ
ックシート53を活用している。CSRチェックシートを運用して
いる企業は、仕入先に自社独自のCSRチェックシートを使
った自主点検を依頼し、仕入先はCSRチェックシートで自
社の取り組み状況を確認しその結果を取引先へ報告して
いる。CSRチェックシートによる報告を受けた企業は、仕入
先の状況を確認し、必要に応じて仕入先に対してトレーニ
ング等を通じた能力開発と状況改善を行う。各社のCSR調
達ガイドラインとCSRチェックシートは、日本語、英語、必要
に応じてその国の母国語で展開されている。

ここでは具体的な取り組み事例として、株式会社デン
ソーの取り組みを紹介する。同社は、自社のCSR方針を仕
入先へ推進するために、仕入先に期待する行動を具体的
に示した「デンソーグループ仕入先様向けサステナビリテ
ィガイドライン(サステナビリティガイドライン)」を有する。
本ガイドラインには、安全・品質、人権・労働、環境、コンプ
ライアンス、情報開示、リスクマネジメント、責任ある資源･
原材料調達、社会貢献、皆様の仕入先様への展開の9項目
が定められている。さらに本ガイドラインは、仕入先が本ガ
イドラインの内容を踏まえつつ、仕入先独自のCSR方針を
作成し、仕入先の仕入先に対してこれを展開し、啓発活動
を行うことをへの期待を示している。同社は、仕入先に対し
て本ガイドラインに準拠するように要請し、仕入先が本ガ
イドラインに則っているかについては、同社が仕入先に対
して依頼する「サステナビリティ自己診断シート(自己診断
シート)」によるセルフチェックの結果を回収して実施する。
同社は、仕入先から回収したセルフチェックの結果を分析

52	 各社のCSR方針を具現化し取引先への推進のために策定された文書の名称は、CSRガイドライン、CSR調達ガイドライン等、企業によって異なる。
53	 各社が取引先のCSR方針への取り組み状況を確認するための文書の名称は、自己点検シートやチェックリスト等、企業によって異なる。
54	 株式会社デンソー. “サプライチェーンでのサステナビリティ推進”. 最終閲覧2019年12月10日最終閲覧. https://www.denso.com/jp/ja/csr/sociality-

report/suppliers/supply-chain/

し、必要に応じて勉強会や意見交換等のサポートを行う 
（図 9）。同社のサステナビリティガイドラインと自己診断

シートは、日本語と英語で用意されている。同社の調達担
当者によると、同社の自己診断シートのグループ全社での
展開は2014年から特定の基準を満たす仕入先に対して優
先的に始められ、同社がサステナビリティガイドラインの9
項目の中でも最優先として取り組んでいるのは、コンプラ
イアンス及び人権・労働分野や環境であるとのことだ 。同
社は、紛争鉱物問題への取り組みとして紛争鉱物対応方針
の元に、2018年4月の改訂版仕入先様サステナビリティガ
イドラインに責任ある資源・原材料調達の項目を追加し、紛
争鉱物の調査に優先的に取り組んでいる。環境面に関して
は、サステナビリティガイドラインとは別に策定したグリー
ン調達ガイドラインを使い、仕入先と協働で環境に配慮し
た開発、設計、生産活動を推進している。

図 9．株式会社デンソー「仕入先様向けサステ
ナビリティガイドライン」の主な内容と展開

サステナビリティガイドライ
ンを配布周知

手引き・診断シートを配布し
自己判断

診断結果を回収・分析 ・ 
フィードバック

強み・弱みを  
見える化

デンソーグループ担当者が訪問
し エビデンスに基づきチェック点検

勉強会(講演など) 開催改善

出所：株式会社デンソーウェブサイト54

https://www.denso.com/jp/ja/csr/sociality-report/suppliers/supply-chain/
https://www.denso.com/jp/ja/csr/sociality-report/suppliers/supply-chain/
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コラム：株式会社デンソー「仕入先様とのパートナーシップ強化の取り組み」

株式会社デンソー社は、グローバル競争の中、仕入先様と相互成長を図るため、会社ホームページあるいは「
仕入先総会」などを通じて調達方針などの情報を共有するとともに、「仕入先評価制度」を設定し、仕入先様の企
業体質強化や優良な仕入先様の表彰などに活用することで、パートナーシップの強化に努めている。

仕入先との仕入先とのパートナーシップの強化や、仕入先に対して自社の調達方針などの情報を共有するた
めに、様々な活動に継続的に取り組んでいる。その一つが、品質、価格、納期、経営、環境・安全・コンプライアンス
の5分野について仕入先の現状把握、修正、是正、予防措置を一貫して行いパートナー企業と相互成長を図るため
の「仕入先評価制度（CAPS: Constitution Assessment Program for Suppliers）」である55。CAPSは、監査と同じ
ような形式で実施される。同社はCAPS実施以前に、仕入先に対して「コンプライアンス・人権擁護・環境保全・職場
安全など社会的責任の順守」を盛り込んだ取引基本契約書、仕入先総会、レターおよび個社別の交流会などを通
じて、自社の方針と具体的な期待事項を仕入先に伝え、仕入先の理解を得た上でCAPSを行う。CAPSの結果は取
引先へ伝えられ、取引先社による自主改善による企業体質強化に活用される。また、同社は必要に応じて自社の技
術者を仕入先へ派遣し、仕入先のエンジニアにトレーニングの機会を提供するなどして仕入先の技術力の向上を
支援する。CAPSの結果は優秀な仕入先の表彰の材料に活用されている。さらに、同社はCAPS以外にも仕入先の
技術者の技能競技大会を開催するなど、サプライヤの自主的な努力による能力向上を促すきっかけを提供し、こ
れが仕入先とのパートナーシップの強化につながり、ひいてはグローバル競争の中での相互成長を促している。

55	 https://www.denso.com/jp/ja/csr/sociality-report/suppliers/procurement-policy/
56	 電機・電子企業に取引先を有する自動車部品企業は多く、自動車部品企業がJEITAから受ける影響は大きい。また、自動車部品企業の中には、NOK株

式会社のようにJAPIAとJEITAの両業界団体に加盟する企業もある。

4.4 関連業界・企業が自動車部品企
業に与える影響

自動車部品企業は、CSRの優先課題として何をどの
ような取り組むかを決定するにあたり、第1に自社のCSR
方針、第2に自社や取引先が関係する業界団体の推奨す
るCSR方針、第3に取引先からの要請事項を考慮する。日
本における自動車部品企業に関係する主な業界団体は、
前掲の自動車の部品や材料の製造・販売する企業を会員
とする日本自動車部品工業会（JAPIA）、自動車完成品メー
カーを会員とする日本自動車工業会（JAMA）、及び情報技
術(IT)やエレクトロニクス分野や電子機器に関連する企業
を会員とする電子情報技術産業協会（JEITA）56である。こ
れら業界団体は、それぞれCSRに関する方針を保有し、こ
れに基づき策定したCSRガイドブックやCSRガイドライン
を用いて、CSRの取り組みを業界加盟企業や関係企業に
推進する活動を行っている。自動車部品企業は、CSR調達
ガイドライン等によって自社のCSR方針を仕入先に対して

示し、自社のCSR方針への準拠を求める。このように自動
車部品企業は自社のCSR方針だけに基づきCSRを推進す
る取り組みの実施内容を決めるのではなく、関係する複数
の業界団体のCSR方針や取引のある企業からの要請を考
慮に入れて、自社のCSRに関する取り組みの内容を決め
る。図 10は、自動車部品企業に関係する業界団体や企業
のCSR方針が、自動車部品企業のCSRに関する取り組みに
与える影響のフローを概念図として示したものである。図 
10に示される通り、個社の動きとしては、各自動車部品企
業は、取引先である自動車完成品メーカー、電機・電子企
業、及び自動車部品企業から、別々に各社のCSR方針に準
拠するように求められる（①の矢印）。求められる先は、1社
とは限らず複数の取引先から異なるCSR方針に準拠する
ように求められることは珍しくない。業界団体の動きとし
ては、JAMA、JAPIA、JEITAの各々がCSR方針を有し、こ
れを各業界に属する企業に対して示し倣うことを推奨し
ている（②の矢印）。JAMAは業界のCSRに関する方針を
JAPIAに共有し、JAPIAは業界のCSR方針を策定する際に
JAMAのCSRに関する方針を参考にしている（③の矢印）。

https://www.denso.com/jp/ja/csr/sociality-report/suppliers/procurement-policy/
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図 10．自動車部品企業を中心とした、日本におけるCSR推進のフローの概念図

出所：各関係者へのヒアリングを基に筆者作成
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5. タイにおける日系自動車部品企業の 
サプライチェーンの概要

57	 BOI. “Thailand’s Automotive Industry the Next-Generation”. 2015. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-
brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf

58	 重点産業10種は、①次世代自動車、②スマート・エレクトロニクス、③医療・健康ツーリズム、④農業・バイオテクノロジー、⑤未来食品、⑥ロボット産
業、⑦航空・ロジスティック、⑧バイオ燃料とバイオ化学、⑨デジタル産業、⑩医療ハブ。

59	 Organisation Internationale des Constructeurs d’Automobiles (OICA). “2018 Production Statistics”. OICAウェブサイト. 最終閲覧2019年7月
1日. http://www.oica.net/

タイで操業する日系自動車部品企業が操業現場で実
践するCSRのあり方は、前章で紹介した日本の自動車部品
企業に関係する業界団体や企業のCSR方針に加え、タイの
自動車関連産業の状況や当該企業がタイの自動車産業の
サプライチェーン上でどのような位置にありどのような取
引関係にあるかということに影響を受ける。そこで、本パ
ートでは、タイの自動車関連産業の概況および日本企業
の立ち位置を概説する。

5.1 タイの自動車関連産業の概況
自動車産業及び自動車部品産業は、タイの経済開発に

おいて重要な位置を占め、今後より高度な技術革新とこれ
を支える人材育成が必要とされる産業である。II.1に既述
のとおり、BOIによると、自動車・自動車部品産業は、タイの
GDPの約12％を占め、雇用者数は、完成品メーカー及び組
み立て生産会社からTier1、Tier2、Tier3サプライヤまで含
めると推定70万人を超える（BOI, 2015）57。タイ政府は、自
動車と自動車部品産業を、第11期国家経済社会開発計画

（2012-2016年）においては育成業種に指定し、2015年に
タイ政府が中所得国から脱し2036年までに高所得国に発
展するための戦略として策定されたタイの国家戦略「タイ

ランド4.0」においては、重点産業10種58の1つに挙げ「次世
代自動車」産業の育成を目指している。このタイ政府の戦
略に伴い、自動車関連産業には、より高度な技術の育成が
求められており、タイランド4.0の中長期的な戦略では、既
存の自動車・自動車部品産業を進化させ、より高度な能力
を養うことを目指すことが記述されている。同目標を達成
するためには、現地での製品開発能力の向上、高付加価値
工程・生産の現地化、高度な能力を持ったエンジニアの育
成、自動車関連産業の育成等をローカルの力で率いていく
ことが必要とされている。

これまでタイの自動車関連産業は、国内需要を満たす
のに加え、ASEAN地域へ向けた自動車完成品や自動車部
品の輸出品の製造の拠点として発展し、これからはASEAN
域内に限らずグローバルな市場への輸出拠点として成長
することへの期待が高まっている。タイ自動車部品企業の
海外への輸出量は増加し、同国は世界第13番目の自動車
部品輸出国へと成長した（OICA、2018年）59。ASEAN域内
各国での自動車部品需要が伸びてきたことによって、タイ
自動車部品企業の役割は、タイにおける最終自動車メー
カーに部品を納品するための製造拠点から、自動車部品
の輸出の拠点へと変化し、タイの自動車部品企業が生産
する部品の質や量も向上している。

https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf
https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf
http://www.oica.net/
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自動車部品製造数は、自動車生産数に大きく影響を
受ける。FTIによるとタイの自動車完成品の製造規模は
ASEAN最大で、2018年の完成車生産台数は、前年比9.0％ 
増の216万7,694台であった60。世界においてタイは、バス
や乗用車等を含むすべての完成車製造国の内、第11番目
に位置し、中でも商用車の製造は世界第6番目に位置する

（2018年）61。表 6は、タイにおける完成車の種類別生産

60	 マークラインズ社.「自動車販売台数速報タイ2018年」. 2019年1月24日. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.marklines.com/ja/statistics/
flash_sales/salesfig_thailand_2018

61	 OICA. “2018 Production Statistics”. OICAウェブサイト. 最終閲覧2019年7月1日. http://www.oica.net/
62	 MARKLINES社. “自動車販売台数速報 タイ 2018年”. 最終閲覧2019年8月10日. https://www.marklines.com/ja/statistics/flash_sales/salesfig_

thailand_2018

台数の推移を示す。完成車の生産台数は、2018年に前年
比19.2％増の216.7万台を超え、その内の約103.9万台が
国内で販売されている。日系自動車最終メーカーは、タイ
で販売された自動車市場の主要なシェアを占める。表 7は
2018年タイにおけるメーカー別の市場シェアを示した図で
ある。表 7が示す通り、市場シェアの30％をトヨタが占め、
いす (ゞ17.1％)、ホンダ(12.3％)が続く。

表 6．タイにおける完成車の輸出、国内販売、総生産台数の推移（単位：百万）
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出所：タイ投資委員会（BOI: Thailand Board of Investment）、タイ工業連盟(FTI)自動車部会等の情報を基に筆者が作成

表 7．タイにおけるメーカー別の市場シェア
（2018年）

トヨタ 30.2%

いすゞ  17.1%

ホンダ 12.3%

⽇産 6.9%

マツダ 6.8%

フォード 6.3%

その他 9.6%

三菱 8.1%

スズキ 2.7%

出所：MARKLINES社データより著者作成62

5.2 タイの自動車部品産業における
日本企業の重要性

タイの自動車部品産業において日系企業は、重要な
位置を占めている。図 11は、タイの自動車産業における
企業数を、完成車メーカー及び組み立て会社、Tier1、Tier2
とTier3の3つに分類して示したものである。日本企業は、
タイにおける完成車メーカー及び組み立て会社全18の
内の8社、Tier1～Tier3のサプライヤ全2410社の内の約
750社を占め、主要なプレイヤーである。日系自動車部品
企業はタイに1960年代から進出し、自動車関連分野も
含めた産業の集積が進んだ結果、タイは日系自動車完
成品メーカーにとってASEAN地域における重要な自動車
生産拠点になっている。このことは、自動車完成品の約半
分は、ASEAN地域をはじめとした世界へ輸出されている 
(表 6)ことからも明らかである。

https://www.marklines.com/ja/statistics/flash_sales/salesfig_thailand_2018
https://www.marklines.com/ja/statistics/flash_sales/salesfig_thailand_2018
http://www.oica.net/
https://www.marklines.com/ja/statistics/flash_sales/salesfig_thailand_2018
https://www.marklines.com/ja/statistics/flash_sales/salesfig_thailand_2018
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図 11．タイの自動車産業における企業数
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4輪 : 8社

日系Tier1～Tier3  
サプライヤ  
約750社

完成品メーカー及び 
 組み立て会社 4輪 : 18社

出所：”Global Value Chains in ASEAN, Paper 10 Thailand”, 国際機関日本アセアンセンター, March 201963、タイ投資委員会（BOI: Thailand Board of 
Investment）64等の情報を基に筆者作成

63	 国際機関日本アセアンセンター.”Global Value Chains in ASEAN, Thailand”. Paper 10 March 2019. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.asean.
or.jp/ja/wp-content/uploads/sites/2/GVC-in-ASEAN-paper-10_Thailand.pdf

64	 BOI. “THAILAND’S AUTOMOTIVE INDUSTRY THE NEXT-GENERATION”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-
brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf

65	 タイでの企業への聞き取り調査による (2019年7月～8月実施)
66	 タイでのDENSO International Asia Co., Ltd. (DIAT)社への聞き取り調査による (2019年8月1日実施)

現在に至るまで日系自動車部品企業は、タイ自動車
部品産業の育成において重要な役割を担ってきた。日系
自動車部品企業がタイに進出し始めた1960年代頃から
既に約50年強が過ぎ、タイの製造拠点としての能力は十
分に育ってきた。そのため、日本の完成車品メーカーは、
自動車生産に必要な部品のほとんどを現地で調達するこ
とが可能になり、日本から輸入したものが使われているの
は、高い精度が必要とされる一部に限られている65。今後、
タイの自動車関連産業には、中期的な国内消費の増加と
市場ニーズの変化に対応したより安価な自動車の供給、
高い技術を必要とするエコカーの導入への対応、ASEAN
域内をはじめとする各国への輸出拡大を図るための完
成車生産能力の拡大、及びこれを支える自動車部品産業
の育成が望まれている。これを実現するためには、既存の
タイ人エンジニアのさらなる能力向上による、高度な現地
生産技術者の育成、より品質や精度の高い製品を現地でも
生産できる生産技術の向上が必要である。このために、日

系の自動車・自動車部品企業各社は、現地人の経営陣と
技術者によって率いられる事業の育成、つまりローカライ
ズ化の推進を行っている。これは、タイランド4.0に示され
る政府の開発戦略にも合致している。日系自動車部品企
業は、タイランド4.0に寄り添う形で、タイの工業省や経済
産業省等の日本政府関係機関の支援を得つつ、タイ自動
車部品産業の育成を支援する活動を行っている。例えばデ
ンソー社は、タイ工業省がITC(Industry Transformation 
Center：中小企業の産業の高度化を支援する産業転換セ
ンター)内で進めるシステムインテグレータ育成事業「LASI」

（Connected Industriesにおけるリーンオートメーション
システムインテグレータ（LASI）の育成検証事業）に取り組
む。デンソー社はLASIを通じてタイローカルの、自動化技
術と情報化技術を組み合わせラインや工場全体で徹底
的に無駄をなくし効率的な生産システムを構築すること
ができるシステムインテグレータを育成し、高い競争力を
持つモノづくりを実現しようとしている66。

https://www.asean.or.jp/ja/wp-content/uploads/sites/2/GVC-in-ASEAN-paper-10_Thailand.pdf
https://www.asean.or.jp/ja/wp-content/uploads/sites/2/GVC-in-ASEAN-paper-10_Thailand.pdf
https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf
https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf
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5.3 タイの自動車サプライチェーンに
おける日系自動車部品企業の関係性

本パートでは、タイ自動車サプライチェーンにおけ
る日系自動車部品企業のサプライチェーンの特徴を、 
サプライチェーンの流れに沿って示した図 12に沿って説
明する。図 12は、本調査に協力いただいた企業へのヒア
リング内容と各資料を基に、自動車部品企業と取引が発
生する各アクターの関係について、簡略的にまとめたも
のである。サプライチェーンの流れは、原材料調達、部品
生産、組み立て・販売の3段階に分け、それぞれの段階で
登場するアクターを、国籍と企業分類でラベリングした。
原材料調達の段階においては、企業を日本、在タイ日系
企業、タイ地場企業、在タイ外資企業、世界の日系企業の
５つに分類した。部品生産の段階においては、企業をTier1
とTier2に分け、自動車部品企業を日本自動車部品企業、
在タイ日系自動車部品企業、地場自動車部品企業、在タ
イ外資自動車部品企業、世界の日系自動車部品企業の5
つに分類した。組み立て・販売の段階においては、自動車
完成品メーカーと組み立て会社を、在タイ日系自動車完
成品メーカー、在タイ日系二輪車完成品メーカー、在タ
イその他製品完成品メーカー、世界の日系自動車完成品
メーカーの４つに分類した。図 12は、原材料調達、部品生
産、組み立て委販売の各段階で、企業がそれぞれどのよう
なつながりを持っているかを示している67。

この概念図に見るサプライチェーンの1つ目の特徴は、
自動車部品企業は複数のサプライヤから原材料や部品を
仕入れて、複数の完成品メーカーに納めているという点で
ある。例えば、日系自動車部品企業A社の例を見てみる。A
社は、日系自動車完成品メーカーα社、日系二輪完成品メ
ーカーβ社、日系自動車完成品メーカーγ社に対して製品
を納品している。自動車部品企業は独占的な取引契約を
締結していない限り、複数の企業から原材料屋部品を仕
入れ、複数の系列の異なる自動車完成品メーカーに製品
を納品する。2つ目の特徴は、納品の先は前のA社の例で挙
げたように、自動車完成品メーカーのみに限らず、二輪自
動車やその他の産業の完成品メーカーにも及ぶという点
である。自動車部品企業が製造する製品が納められる先
のセクターは、自動車、二輪車、建設機器、その他の製品
と多岐に亘る。3つ目の特徴は、日系自動車部品企業は、
自動車完成品メーカーのサプライチェーン上において同
時に異なる段階の立場に成り得る点である。例えば在タ
イ日系自動車部品企業B社やD社の例を見てみよう。B社
は、日系二輪完成品メーカーβ社のTier1サプライヤであ

67	 本図の目的はタイの自動部品企業のサプライチェーンの特徴をあぶり出すことであり、タイの自動車業界のサプライチェーンを網羅的に示すものでは
ないため、簡略化した図を示しているため、Tier4以上のTierNについては言及しない。

ると同時に、日系自動車部品企業C社のサプライヤでも
あり、日系自動車完成品メーカーγ社のTier2サプライヤ
でもある。D社は、日系自動車部品企業C、E、F社のサプラ
イヤであると同時に、日系自動車完成品メーカーδ社やε
社のTier1サプライヤでもある。このように、ある自動車完
成品メーカーのTier1企業は、別の自動車完成品メーカ
ーのTier2企業にも成り得る。4つ目の特徴は、サプライ
ヤとバイヤーは共に多様な国籍の企業が存在するという
点である。図 12に挙げられた企業は、在タイ日系、タイ地
場、在タイ外資、日本企業、世界の日系企業と、国籍が混
在している。原材料調達においては、部品や原材料を日
系企業からのみではなく現地のタイ地場企業や在タイ外
資系企業から調達を行っている。組み立て・販売において
は、日系自動車部品企業がタイで製造した部品を、在タイ
日系自動車完成品メーカーのみならず在タイ日系以外の
完成車メーカーが組み立て・販売している。

上述の4つの特徴から、タイにおける日系自動車部
品企業が準拠を求められるCSR方針は、複数の業界と
企業に亘り、ある自動車完成品メーカーの方針に対
応するという単純なものではないことが読み取れる。 
サプライチェーン上での企業間の位置が単一ではなく複
数あることは、各社が取引先から求められる取引先CSR
方針への準拠への要求には取引先企業との位置関係に
よって強弱に幅があることを示す。企業が複数のサプライ
ヤから原材料や部品を仕入れて複数の完成品メーカーに
納めていることは、企業の取引先が単一の企業だけではな
く複数存在することを示す。企業が製品を納品する先が二
輪自動車やその他の産業の完成品メーカーにも及ぶこと
は、各社が自動車業界だけではなく電機・電子などの他の
関連業界の企業のCSR方針に対応しなければならない状
態にあることを示す。サプライヤとバイヤーは共に多様な国
籍の企業が存在することからは、企業は、日本の取引先企
業だけではなくタイ地場企業や外資系企業など様々な国
籍の企業のCSR方針に対応する必要があることを示す。さ
らに、今後は、自動運転・次世代パワトレ・コネクティッドが
可能な自動車の生産が増え、部品構成が変化し、エンジン
部品が減少して、外界センシング・通信機器を部品として使
う需要が増えるため、電機・電子業界のCSR方針のスタン
ダードが、自動車部品企業に大きな影響を与えるようにな
ることが見込まれる。したがって自動車部品企業が考慮す
べきCSR方針はより複雑なものになることが予想される。

このような状況をふまえて、次章では好事例として、
日本の自動車部品企業4社のタイにおけるCSR推進の取
り組みを詳述する。
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図 12．タイ自動車サプライチェーンにおける日系自動車部品企業の位置を示す概念図

 

出所：企業へのヒアリング内容と各資料を基に筆者作成

在タイ日系自動車完 成品メーカーα 社

在タイ日系自動車完 成品メーカーγ 社

在タイ日系自動車完 成品メーカー δ 社

在タイ日系自動車完 成品メーカー ɛ 社

在タイ日系自動車完 成品メーカー ζ 社

在タイ日系二輪車完 成品メーカーβ 社

在タイその他製品完 成品メーカー ƞ 社 

世界の日系自動車完成品メーカー Ɵ 社 

日本社 : Tier3

タイ地場自動車 部品企業  
F 社 : Tier2

在タイ日系自動車部品企業  
B 社 : Tier2

在タイ日系自動車部品企業  
D 社 : Tier2

日在タイ日系自動車部品企業  
G 社 : Tier1

世界の日系自動車部品企業  
H 社 : Tier2

世界の日系企業の 
サプライチェーン

在タイ日系企業 J 社 : Tier3

在タイ日系企業 K 社 : Tier3

在タイ日系企業 M 社 : Tier3

在タイ外資企業 N 社 : Tier3

世界の日系企業 O 社 : Tier3

タイ地場企業 L 社 : Tier3

在タイ日系自動車部品企業 A 社 : Tier1

在タイ日系自動車部品企業 B 社 : Tier1

在タイ日系自動車部品企業 C 社 : Tier1

在タイ日系自動車部品企業 D 社 : Tier1

在タイ日系自動車部品企業 E 社 : Tier1

在タイ日系自動車部品企業 
日系ローカル F社 : Tier1

原材料調達 組み立て・ 販売部品生産

在タイ日系企業 
タイ地場企業
在タイ外資企業
日本企業(日本からタイへの輸入 )
世界各国の日系企業 (ASEAN をはじめとする世界各国から タイへの輸入)

在タイ日系自動車完成品メーカー
在タイ自動車以外の製品の日系完成品メーカー
在タイその他製品完成品メーカー 
世界各国の日系自動車完成品メーカー (タイからASEANをはじめとする 世界各国への輸出)



6. ケーススタディ
前掲の通り日本の自動車部品企業は、各自動車関連

業界が推進するCSR方針の影響を受け、複雑なサプライ
チェーン上で取引先企業と協働しつつ、日本本社のCSR
方針をタイ現地法人及びタイのサプライヤに対し推進し
ている。その取り組みは複雑で単純に本社のCSR方針を
実行するように要求するだけのものではない。各自動車
部品企業は本社のCSRを現地子会社に浸透させ、現地
子会社から現地のサプライヤに浸透させるための様々な
工夫を行っている。本パートでは、日本の自動車部品産
業がどのようにCSR方針の推進を取り組んでいるのか、
タイにおけるサプライチェーンでのCSR推進のグッドプラ
クティスを紹介する。

自社のCSR方針をサプライチェーン全体で推進するに
は、調達のプロセスにおいて、どのように現地子会社とサプ
ライヤの現場でCSR方針を浸透させ具体化させるかが課題
である。またその鍵となるのは経営サイドと労働者との双
方向のコミュニケーションである。それゆえに本調査は、企
業が実践する現地子会社やサプライヤへのエンゲージメン
トや、労働者とのコミュニケーションが、労働現場における
CSRの推進にどのように役立っているかに焦点を当てて、
調査協力企業がタイで取り組むグッドプラクティスを紹介
する。本パートの構成は、CSR方針を浸透させ具体化させ
る取り組みについて、第1に自社のCSR方針をタイ現地子
会社に浸透させる取り組み（図 13の①）、第2に現地子会社
から現地のサプライヤへ浸透させる取り組み（同図の②）、
そして第3に労使間での建設的なコミュニケーションの実
践に関するグッドプラクティスの紹介である。

図 13．サプライチェーン上でのCSR方針の浸
透の流れのイメージ図

本社 現地子
会社

現地の地場の  
サプライヤ

現地のそれ以外  
のサプライヤ

現地の日系  
サプライヤ

1 2

出所：筆者作成

6.1 本社のCSR方針をタイ現地子会
社にどのように浸透させるか
6.1.1 タイ人現地経営者と従業員が考え
る方法でCSR方針を推進するグッドプラク
ティス（THAI NOK社） 鍵概念：ローカル主
導、安全、対話

THAI NOK社は、タイ人経営者層主導の経営で、タイ
の事情に沿った現場の労働安全衛生を改善し、ボトムア
ップのアプローチを用いて従業員が自ら本社（NOK株式
会社）のCSR方針を推進する風土（Climate）作りを進め
ている。これによって同社の労働者は、現場でいち早く問
題を発見し、自ら解決のための行動を起こすようになり、
自己規律を習得し、結果的にCSR方針を実践するように
なった。以下に同社の具体的な取り組みを3つ紹介する。
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１つ目は、タイ人経営者層が主導で進めるCSR方針の
推進である。同社は本社の理解を得て、現在は現地の事情
を理解した現地人の経営層が同社の生産管理運営の決定
をおこない、現地の事情に則したやり方で運営管理して
いる。現地人は同社の経営層の内の8割を占めており、現
地人の文化・人間性・ライフスタイルと本社の経営方針や
仕事の進め方の両方を理解している。地場の経営者層の
下に同社は、タイ人従業員によってタイ独自のミッション
とビジョンを策定し、環境、安全、品質、納期、コスト、モラ
ル、（SEQDCM: Safety Environment Quality Delivery 
Cost Morale）の6つを高いレベルに保ち、持続可能な発展
を続けていくことを目指している。同社人材のコア・コンピ
テンシーには、SEAL: 自己発見(Safety Awareness)、高い
品質(Excellent in Quality)、説明責任(Accountability)、 
継続的な改善のために学ぶ(Learning for continuous 
improvement)が置かれており、これも現地独自で策定さ
れた。本社方針は、タイ人の経営者層が、現地に合った「自
分たちのスタイル(our own working style)」というやり方
で、現場に浸透させている。本社が求める「ホウレンソウ」や

「5S」や「カイゼン」も現地の状況に即した工夫を加えた方
法で進めている68。本社方針を従業員に対して一方的に押
しつけるのではなく、それがなぜ必要なのかを、タイ人の従
業員が理解できるようなコミュニケーションを取ることで、
経営層と従業員の互いの信頼関係が生まれている。また、
現地人の発案による従業員旅行やお祭りイベント、地域社
会に貢献する植林や寄付活動が行われている。従業員専用
のジムスペースやバスケットボールコート、フットサル場や
音楽スタジオの設置は、従業員のモチベーションを上げて
良い労働習慣を促す仕組みとなっている。従業員が自主的
に自社の歌を作り、ビデオを制作していることは自社で働
くことに誇りを持っていることの表れとうかがえる。現地の
従業員による能動的取り組みが現地の環境に即したCSR
の実践の一翼を担っている。

2つ目は、CSRの推進を、オペレーションの中の労働安
全に組み込んで推進している点である。社是にある「いい
もの(IIMONO)」を作るためには、まずタイの事情に沿っ
た方法で従業員の安全（環境）を守らなければならない
という考えを徹底し、オペレーションの中に組み込み、こ
れが結果的にCSR方針を浸透させている。タイの事情に
あった方法は、従業員と経営層の間での質の高いコミュ
ニケーションに現れる。同社は、従業員との質と量共に高
いコミュニケーションによって問題を早期に察知し、改善
している。例えば工員の腰痛や目の痛みへの訴えについ
て、経営層が真剣に耳を傾けて対策を取る。ベースにある
のは、取引先から求められる「QCD：品質、コスト、納期」を
実現するための前提として「S(E) ：安全（環境）」を位置づ
ける考え方である。すなわち従業員が自らの安全（環境）
をよくすることは、結果的に高いレベルでQCDを達成する
ことにつながるというものである。

68	 カイゼンの事例についてはコラムを参照。

3つ目は、自己規律化（Self Discipline）を促す仕組み
作りを行っている点である。工員が自主的に現場の状況
を確認し再評価するボトムアップのアプローチを用いた
改善活動が、工員のより良い労働習慣と自己規律化（Self 
Discipline）を促している点である。同社は、工員自らが問
題になりそうなことを発見し、報告し、改善する仕組み作り
を行っている。上から命令されるからではなく、他人を真似
するのでもない。一連の行動から育成される自己規律の恩
恵を自分で理解することで、従業員が自ら取り組むモチベ
ーションを上げている。それは、工場内の至る所に設置され
た、ピンク色のカード（ピンクカード）を使って行われる。工
員は不具合やおかしいと感じる状況を発見した場合にピン
クカードを用いて現場責任者に報告し、状況の改善を提案
する。工員が提出したピンクカードは、現場責任者やマネ
ジャーに報告され、状況分析や改善の計画が記載された
後に報告者へと戻りフィードバックされる。従業員ひとり
あたり3～5枚程度（1ヶ月間）のピンクカードを提出し、些
細な問題でも報告する習慣が身についている。このサイク
ルでは、原因発見から結果までが工員に見える化されて
いるため、工員はピンクカードの恩恵を目で確かめ、感じ
ることができる。この一連のサイクルが、工員に自己規律
の育成を促す。工場内には、「問題は自分たちで解決する
(Solve problem by ourselves)」というスローガンと、問題
を発見した際にどのように短期間でこれを解決するかを詳
細に示したボードが設置されている。自ら解決のための行
動を起こすことにより、自己規律を習得し、結果的にCSR方
針が実践されている。

6.1.2 本社方針をローカライズした方法で
達成する現場を育成するグッドプラクティス

（DENSO (THAILAND) (DNTH)社） 鍵概
念: ローカルの尊重、ボトムアップ

DENSO (THAILAND) (DNTH)社は、本社（株式会社デ
ンソー）CSR方針を含む本社方針や生産目標を達成する方
法を、日本からの出向者がタイ人従業員に指示するのでは
なく、タイ人従業員が主体となって考えた方法で行う事業
運営を進めている。同社は、かつては主に本社から与えら
れた方針を日本から派遣された出向者がタイ人の従業員
に伝え、工場現場のタイ人労働者は、日本人に指示された
やり方に従うやり方で事業運営を行っていた。そこでロー
カル主導の事業経営へ向けた活動の取り組みを開始し、
それが今は、タイ人の従業員が地場に適したやり方を主
体的に考え、目標達成に向けて取り組む仕組みが回りつ
つある。この考え方は様々な活動において浸透している。
ここでは具体的な事例として、労働現場での取り組みにつ
いて紹介する。タイ人従業員が経営目標をどうしたら達成
できるかを自分事として考え、日々改善へ向けた活動を積
み重ねた結果、より働きやすい環境が整えられ、労働者自
らの手による職場作りが実現している。ローカル主導の工
夫は、工場の至る所に見られる。
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工場の中は、タイ人主導で作られたタイ人が安全に
配慮でき、作業効率を上げ、働くのに居心地がよい環境が
整っている。同社の工場へ入るすべての人は、まず安全第
一を意識的に確認できるアーチ形の入り口をくぐり、廊下
に掲示された安全指針を確認する。就業開始時に工員が
毎日ここを通ることで、自然と安全の意識を高められる。
工場の入り口近くには、掲示物や資料で労働安全衛生を
学べる学習スペース、生産目標と実績を確認できるボー
ド、地球環境保全について学べるコミュニケーションスペ
ース等がある。色とりどりの手作りされたポスターや説明
資料は、見るだけでも理解を深めることができるものであ
る。工場に入るとすぐにマネジメントコーナーがあり、ライ
ン単位での安全教育や生産目標の振り返りを、このスペー
スで行う。生産現場においては、作業効率を上げるために、
一部のラインでは、カンバン方式を進化させた独自のピン
ポン玉連動型のカンバン方式が採用され、作業時間の無駄
を省く仕組みが取り入れられている。従来は人が歩いてカ
ンバン（生産指示情報が記載された指示書）を次の工程に
手渡しで運んでいたものを、番号や色によって指示の内容
を識別することができるピンポン玉が自動で次の工程へ
運ばれる仕組みを作り、人が動くムダを省いた。現場のム
ダを取り払うことでできたスペースや人員は、別の生産で
活用することができ、作業効率が上がった。ピンポン球連
動型のカンバン方式は、日本人では思いつかない柔軟な
アイデアをタイ人の工員が考案し、採用された好例であ
る。工場の中心部分には、技術試験やコンペティションの
優勝者の等身大のパネルが設置されており、技術者のス
キル向上を重要視していることがうかがえる。さらにライ
ンの一部にはタイ人労働者のアイデアと工夫により、タイ
の伝統建築風の屋根が飾り付けられており、この工場が
タイの文化を大切にし、働くものにとって心地よい環境で
あることを重視していることが一目で分かる。本社のCSR
方針が力をつけた現場力においてローカライズした方法
で達成されている。

6.1.3 トップ自ら労働者の声に耳を傾け、
労働者の安心安全を基盤にCSR方針を実
現するグッドプラクティス（THAI ARROW 
PRODUCTS社） 鍵概念：トップコミットメン
ト、安心安全

THAI ARROW PRODUCTS社は、安心安全の環境を第
一に事業運営を行う。同社にとって一番大切なことは従業
員が安心して働ける安全な環境であり、従業員が物理的・
心理的な問題がないようにしてこそ、QCDが実現すると考
えられている。同社は、日本の親会社である矢崎グループ 

（矢崎総業株式会社）の経営理念69に基づき、地域から愛

69	 矢崎総業株式会社CSR方針についてはⅣ章を参照。

され、人を大切にする企業であることをめざし、それを実践
する上で、同社経営層の強いトップコミットメントの下に「
安心安全最優先」「品質は取引の条件」であることを、全
ての関係者に対して日々繰り返し伝え、これを同社内は
もとよりサプライヤまで一貫して推進している。工場で何
か事故が起きた際には、直ちに社長がその現場を確認し
に行くとともに、安全委員会で共有されて速やかに対策
が取られる。この「労働者の安全確保を最優先する」とい
う方針を徹底して貫くことにより、管理者、労働者の意識
が変わり、会社から大切にされていると感じ、会社への帰
属意識が高まった。結果、工場での事故率が大幅に減り、
事故や重大な過失事故もなくなるという効果が現れた。
社長の強いトップコミットメントと自ら現場へ足を運び労
働者の声に自ら耳を傾ける労働CSRが実践されている。
このトップコミットメントの下、どのように同社内とサプラ
イヤに対し伝え実践しているのかを、具体的な取り組み
とともに紹介する。

社内で行われている、労働者の声に耳を傾け、彼らの
現状に即した取り組み事例を2つ紹介する。1つ目は、従
業員が毎日行きたいと思える労働環境の整備を行った点
である。工場の労働環境をよくすることは、工場で働く人
のやる気や満足度を直接左右し、生産性や品質に直接的
間接的に影響を与える非常に重要な要素であり、トイレ、
食堂、通勤バスの3つは社内の福利厚生委員会(Welfare 
committee)でも頻繁に課題に上がるものである。具体
的には、同社の従業員の約8割を占める女性が、気持ちよ
く使えるようにトイレの数を増やし、鏡の設置位置を整備
し、女性自身が常に自らの姿を確認できるようにした。ま
た、工場内で栄養バランスの取れた食事を安価で食べら
れるように複数の店が入った食堂を用意し、そこでは無
料で白米を提供している。そして、交通事故や渋滞の多い
タイで、安心して通勤できるように、会社が無料で通勤用
のバスを用意し、従業員は自由にそれを利用することが
できる環境を作っている。また、徹底した交通安全教育も
実施している。タイでは通勤の足としてバイクを使う労働
者が多いが、適切な安全訓練を受けずに免許を取得する
ケースも多く、バイク事故が発生している。同社の従業員
も交通安全教育が必ずしも十分でない場合もあった。そ
こで同社は、自社の労働者に安全教育や運転の訓練を
行い、事故を未然に防止するための指導をしている。従業
員がヘルメット無しでバイク通勤をした場合には、工場に
入る許可が下りないというような厳しい措置を取ることも
ある。取り組みの結果、バイクでの事故率が低下し、従業
員が入院するような重大な事故はほとんど起きなくなっ
た。2つ目は、労働者の体調や精神状態を日々確認するこ
とができるニコニコマークの設置である。例えば女性従
業員が生理で体調がすぐれない場合に、それを口頭で現
場の監督者に伝えるのは心理的なハードルが高い。しか
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し、従業員の健康状態を知ることは、現場の監督者にとっ
て重要なことである。従業員はこのニコニコマークを使っ
て、笑顔やその他の表情のマークを自分の名前のところ
に掲載することで、体や精神面での状態を周りの関係者
に伝えることができる。現場監督官は、そのマークを見て
1人1人にあった配慮ができるようになり、現場での事故や
欠陥品の発生を抑えることができるようになった。同社経
営層によると、これは矢崎グループ全体のスローガンでも
ある、「One for All All for One」相互に助け合う精神を象
徴する実践事項でもあるそうだ。

「安心安全優先」の推進は、自社のみならずサプライ
ヤに対しても徹底されている。年次総会を通じて、本社の
方針を伝えると共に、サプライヤに出向いた自社社員が
労働現場に入り込み、サプライヤに対して技術面だけで
はなく労働安全面の支援を行いながら、事業の全過程を
通じて働く人の安心安全の推進を行う。例えば、同社のサ
プライヤであるDAWN社は、同社からワイヤーハーネス(
自動車用組電線)製造の一部を請け負っている。同社の
社員が、DAWN社の作業員の技術支援を行うとともに、
安心安全の精神やそれを実現するための努力を現場に
広めている。「労働者の安全確保を最優先する」という方
針はここにも現れている。

6.2 本社のCSR方針をサプライヤ（ビ
ジネスパートナー）に推進するために
どのようにエンゲージメントするか
6.2.1 サプライヤの労働環境の改善を促
す、品質・価格・納期 (QCD)のエンゲージメ
ントによるグッドプラクティス Siam DENSO 
Manufacturing社 (SDM) 鍵概念：品質 ・
価格・納期 (QCD)、信頼関係

Siam DENSO Manufacturing (SDM)社は、自社がサ
プライヤに対して積極的に進める、仕入先の品質・価格・納
期（QCD）等の能力向上支援の取り組みというエンゲージ
メントを通じ、本社（株式会社デンソー）のCSR方針をサプ
ライヤに推進し、サプライヤの労働環境等の改善を行って
いる。QCDの改善の過程では、サプライヤの生産性向上が
求められる。生産工程の「ムダ」を省くことは、工場における
労働安全の基本を守ることにつながっている。またQCDの
観点から培ったサプライヤとの信頼関係は、同社がCSR方
針を推進しやすい状態を作り出しているのである。すなわ
ち、QCDの改善を目指すサプライヤは、生産工程の無駄を

70	 CAPSは、デンソー本社が自社基準に基づき仕入先を評価してフィードバックし、それに基 づき仕入先が自主改善する一連のサプライヤ改善プログ
ラムのアプローチ方法である。 株式会社デンソー. “デンソーグループの調達方針”. 最終閲覧2019年7月1日. https://www.denso.com/jp/ja/csr/
sociality-report/suppliers/procurement-policy/

省き工程を効率化していく過程で、工場の労働安全衛生、
労働者のモラルやモチベーション、賃金と労働時間、強制
労働や児童労働の課題に取り組むことになるのである。
これは結果的に、サプライヤがデンソー本社のCSRガイド
ラインで求めていることに取り組むことにつながってい
る。その具体的な事例を日系と地場サプライヤのそれぞ
れについて紹介する。

1つ目の事例は、SDM社のサプライヤである日系企業
X社に対するエンゲージメントである。同社は、SDM社の
協力を得て行うCORPS活動と呼ばれる品質等の改善活
動等を通じて、ボトムアップ方式で自社工場の労働安全
衛生や人権の問題を発見し、これの改善活動を行ってい
る。同社は、取り組みを進めるにあたり、QCサークル活動

（QCC）コンテストへの参加の仕組みを活用し、現場から
のボトムアップ方式で様々な課題を解決している。コンテ
ストでは、各チームが、自分たちが発見した現場の「ムダ」
と、それを省いて生産性を高めるためのアイデアと、そのア
イデアを試した結果を報告して競い合う。QCCは問題把握
から始まる。問題把握のために、現場ではワーカーが5～7
人のチームに分かれてミーティングを毎週行い、品質・コ
スト、労働環境等についての問題提起を行い、議論し、改
善案が作られる。改善案は、ボトムアップ式で経営に提案
され、実際に改善が行われる。各チームはこれらの結果
を記録し、まとめ、コンテストで発表する。QCCを通じてこ
れまでに、オイルミストの飛散対策や、騒音対策、トイレ環
境の改善、労働者が誇りを持って着用できる作業服の改
善等、様々な労働現場における問題が改善された。エン
ゲージメントによってSDM社に倣った労働現場からのボ
トムアップ式で、安全・品質、人権・労働、環境、コンプライ
アンス等の問題が改善され、労働者の権利に気を配った
事業運営の推進につながっている。

2つ目の事例は、SDM社のサプライヤでありエアコン関
連部品を納入する地場企業BOON ENGINEERING PARTS
社とのエンゲージメントである。BOON社は、品質管理の
目的でSDM社が推進する改善プログラムに、約20年間に
取り組み続けている。この活動を長年行うことを通じて
築いた相互の信頼関係を基礎に、SDM社はBOON社に対
して、品質管理や安全性のみならず、労働安全衛生や環境
に関しても改善する指導を行っている。BOON社が取り組
むプログラムの例を紹介する。これらはいずれもデンソーグ
ループがグローバルにサプライヤの能力を開発する仕入先
評価制度CAPS70（Constitution Assessment Program 
for Suppliers）を用いて行われる。SDM社はBOON社に
対しCAPSの手法で、SQSA（Supplier Quality System 
Assessment：サプライヤ品質評価)を実施し、サプライヤの
CQDSM (Quality, Cost, Delivery, Safety, and Morale：

https://www.denso.com/jp/ja/csr/sociality-report/suppliers/procurement-policy/
https://www.denso.com/jp/ja/csr/sociality-report/suppliers/procurement-policy/
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品質・コスト・納期・安全・倫理)の現状を把握している。そし
て、その結果に基づき、BOON社はSDM社の技術サポート
を受ける。過去にBOON社の工員が、チョンブリ地域にある
デンソー社の技能訓練学校（Denso training academy）
に自社ワーカーを送り、必要な技能を習得して現場で活用
した実績もある。BOON社には、ミャンマーからの移民労
働者が多く働いている。SDM社が求める基準で労働現場
での安全衛生を確保するためには、多言語での対応が欠
かせない。BOON社は安全衛生の説明を、ミャンマー語と
タイ語の両方で行い、責任者に両方の言語を理解する人
間を配置する等の配慮を行っている。また、福利厚生、労
働時間、賃金、休暇、妊婦への対応等に関しても、国籍で
差が出ない対応を行っている。こういった労働安全衛生や
人事の課題について、SDM社はBOON社に対して現状を確
認して意見を言える関係性を保っている。品質管理プログ
ラムで築いた信頼関係は、双方の間にオープンなコミュニ
ケーションを促し、SDM社の社員はいつでもBOON社を訪
問して工員と直接コミュニケーションができる関係を実現
している。このコミュニケーションが、労働現場の環境など
CSRの課題を早期に発見し、解決するのに役立っている。

このようにSDM社は、日系・地場サプライヤとの関係に
おいて、QCDの観点から技術的な支援を行い密なコミュニ
ケーションとエンゲージメントを通して相互の信頼関係を
築いたことで、結果的にサプライヤが本社のCSRガイドラ
インで求めている労働安全衛生に取り組むことを促すこ
とにつながっている。

6.2.2 現地社会への貢献を理念としCSR方
針をサプライチェーン全体で推進するグッ
ドプラクティス（SIAM NGK SPARK PLUG）
鍵概念：現地社会への貢献、CSR調達ガイ
ドラインの横展開

SIAM NGK SPARK PLUG（サイアムNGK社）は、本社（
日本特殊陶業株式会社）のCSR方針をタイの現場で浸透
させるためにまずはその現状を把握する活動を始めた。
これを行うのは、CSR方針の推進が、現地社会に貢献す
ることにつながると考えるからである。以下は、サイアム
NGK社がサプライチェーン全体でCSR方針の推進を行う
前提としている考え方、本社CSR方針のサプライヤへの
推進方法、そしてサプライヤに対し何を確認するのかにつ
いて具体的に説明する。

同社は、CSR方針が求める人権・労働、環境、地域社会
に対する考え方を現地のサプライヤに理解してもらい、共
に事業を推進することが、クリーンなタイ企業を作ること
を助け、ひいてはタイの社会に対する貢献や自社事業の
持続性を高めることにつながると考えている。そのため、
タイのサプライヤにおけるCSR方針の推進状況を把握す
ることから始めた。同社はCSRの中でも、原材料や部品等

の調達では、取引先から環境負荷物質や、紛争鉱物に関す
る確認が入ることもあり、サプライヤに対して適切な購買
取引を行っているか等についてかねてから細かく把握して
いる。これら以外のCSRに関する観点すなわち人権や労働
等については、サプライヤの信念に基づき自主的に行うも
のであり、サイアムNGK社の取引先から求められるから行
うものではない。

次にサイアムNGK社が行う本社CSR方針のサプライ 
チェーン全体での推進について紹介する。同社がまず行う
のは、自社のCSR方針の浸透状況の確認である。そのため
に活用するツールは、本社のCSR方針の基に策定された

「CSR調達ガイドライン」と「CSR自主チェックシート」の2
つである。ガイドラインを全サプライヤに対して説明し、チェ
ックシートで現状報告を依頼し、入力後のチェックシートを
同社に提出してもらう形で現状確認を行う。同社は、2019
年6月に実施したタイにおけるサプライヤミーティングで、
主要サプライヤに自社CSR方針の中身と協力の要請を直
接伝えた。サプライヤミーティングに出席していないサプラ
イヤに対しては、別途協力の要請を行った。我々の調査部
隊がタイを訪問した7月下旬時点の予定では、7月最終日
を目途にサプライヤからの回答を集め、集計し、分析して今
後取るべき対策を計画することになっている。同様の試み
は、タイでは、4年前にも限られた数のサプライヤを対象に
実施されたが、全サプライヤに対して協力を要請するのは
今回が初めてのことである。CSR自主チェックシートは、英
語、タイ語、日本語の3言語に翻訳され、日系サプライヤ、
地場サプライヤ、それ以外のサプライヤが支障なく回答で
きるように体制を整えている。また、必要に応じて調達担
当マネジャーが、サプライヤに対して詳細を説明している。

最後にサイアムNGK社が確認する詳細の内容につい
て紹介する。同社が現状把握のために使用するCSR自主
チェックシートには、自社CSR調達ガイドラインに定めら
れる人権・労働、安全・衛生、環境、公正取引・倫理、品質・
安全性、情報セキュリティ、社会貢献の7分野のそれぞれ
について詳細な確認項目が記載されている。それは、7分
野のそれぞれについてデューディリジェンスを行い、リス
クを特定して対応策を取るために必要な項目を網羅し
ている。全サプライヤにCSR調達ガイドラインを理解して
もらい、さらにCSR自主チェックシートへの協力を得るた
めに、調達担当マネジャーは、繰り返しサプライヤに伝え
るコミュニケーションを実践している。

このように、サプライヤのCSR推進状況を把握するた
めに、サイアムNGK社が根気強くサプライヤに理解と協
力を求め意識づけするのは、タイで長年事業を行う「タイ
ローカル企業」としてクリーンな事業を行い、地域社会に
貢献する事業運営を継続していきたいという信念がある
からである。サプライヤとの密接な関係性という日系企業
らしさを活かしたエンゲージメントをCSR方針の展開にお
いても発揮している。
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6.3 被雇用者とのエンゲージメントを
どのように行うか
6.3.1 会社と共に成長する従業員を支える
労働組合のグッドプラクティス（THAI NOK
社） 鍵概念：ローカルの尊重、対話

THAI NOK社の労働組合は、経営側の発言の意味
を、5000人を超える工員すべてが理解できるように説明
し、疑問を解決し、工員が安心して仕事に取り組めるよう
に、コミュニケーションのサポートを行っている。例えば、
会社が製造方針を転換し、生産効率の変更を発表した際
には、工員への影響の範囲を確認し、適切な処置が取ら
れるように会社に働きかける。そして会社方針が受けい
れられるものになった暁には、会社一丸となって目標を
達成できるように、組合から工員に対して丁寧に説明し
ている。同社において、組合が会社と従業員とのコミュニ
ケーションの重要なチャネルとなり、労使対話を通じて双
方の建設的な対話を促していることの利点を3つ挙げる。

1つ目は、労使対話を建設的に行うことで、双方が協力
して製造目標等の会社の目標に取り組むことができるよう
になる点である。労働組合が行う会社との対話は、経営が
決定事項を伝えるだけや、労働組合が要求を出すだけのも
のではなく、双方向での話し合いを行い、労使の両方がウィ
ン・ウィンの関係を見つけるためのコミュニケーションが行
われる。経営は従業員の協力を得なければ生産目標を達
成することはできず、労働者は会社の経営目標達成無しに
は昇給等の待遇の改善は見込めないということを念頭に、
議論が交わされる。双方が現状を理解するために、経営は
詳細な経営状況や戦略を労働組合に共有し、労働組合は
会社の目標を達成するためにはどのように従業員のモチ
ベーションや労働効率を上げられるかを経営に提案する。

２つ目は、操業停止のような力任せのやり方で要求を
通すのではなく、建設的な対話によって合意点を見出すこ
とを求めるように労働者の姿勢が変わった点である。同社
の労働組合は建設的な対話のやり方を本社（NOK株式会
社）の労働組合から学んだ。彼らは、自分たちと同じ意識
を持ったNOK本社の労働組合との意見交換から、労使間
での建設的な対話が労使双方にとって利益となることを
学び、経営との対話に積極的に取り組むようになった。労
使紛争のマイナス面について学ぶ機会もあった。まだ同
社の労働組合が所属する労働組合のネットワークとの交
流がなかった約10年前には、賃上げ要求とともにストラ
イキを起こしたこともあったが、今では経営とのエンゲー
ジメントのやり方を学び、建設的な労使間対話を持つこ
とで問題を解決できるようになった。

3つ目は、頻繁に労働者の要望を経営に伝える機会が
できたため、問題が大きくなる前に対処できるようになった
点である。労働組合は、建設的な対話を続けることで経営

からの信頼を得て、労使間でのコミュニケーションの中心
的な存在として認められるようになった。労働組合が頻繁
に経営と対話の機会を設けることで、会社は従業員の抱え
る問題を小さいうちに発見することができるようになるた
め、従業員と経営との間に発生する極端な争いを避けるこ
とができている。組合と経営の間の代表的な議論の機会は
月1回の団体交渉、毎月の公開ミーティング(Open House 
Meeting)がある。また、これ以外にいつでも経営者層と直
接コミュニケーションが取れる状況にある。

以上のように、労使間で建設的な対話を持つことは労
使双方にとってメリットがある。さらに同社の経営者層は、
労働組合の独自の活動を認めており、組合代表がAmata 
Cityの工業団地内で他の企業の組合組織のキャパビルを
行うようなことも支援しており、地域社会全体での建設的
な労使間対話の推進にも貢献している。

6.3.2 ローカル主導で行う労使間コミュニ
ケーションのグッドプラクティス (DENSO 
(THAILAND)社 (DNTH)) 鍵概念：ローカル
の尊重、対話

DENSO (THAILAND)(DNTH)社は、労使間コミュニケー
ションの主導を日本人経営者層から現地人経営層に移し、
労使間交渉の戦略や手法をローカル化することによって、よ
り建設的な労使関係を構築している。そして労働組合と経
営の関係は、要求を出し合う関係から、共に会社の将来を
創る方法を協議する関係へと変わり始めている。ここでは、
同社が行う労使間コミュニケーションの事例を紹介する。

同社では、タイ人の副社長が基本的な労使間コミュニ
ケーションの責任者として労働組合と対話している。経営
層が労働組合に対して月次で会社業績の詳細、今後の目
標やセクター展望を説明しており、このコミュニケーショ
ンの積み重ねの上に労使交渉が行われている。かつて日
本人経営者層が主導で行っていた労使間コミュニケーシ
ョンは、徐々にローカル主導での労使間コミュニケーショ
ンへと移行し、労使間対話は、会社業績を共有した上で行
うように変わった。以前は、経営が労働組合に対し、今ほど
頻繁に業績の説明を行い経営状況への理解を求め、会社
の未来をどう設計するかを協議することはなかったが、今
では労使間で定期的に議論するようになっている。これに
伴い、組合は経営が示す、「昇給を含む処遇の改善は自分
たちの努力で成し遂げた競争力向上分（＝生産性向上）を
実現していくべきもの」であるという考えに理解を示すよう
になった。労働組合は労働者の処遇の改善のために経営
と交渉を行う一方で、経営状況に一定の理解を示し、会社
の成長と労働者の成長が二人三脚（両輪）で進むべきもの
であるという認識を持つようになった。そして、例えば短期
的に事業利益が出た際に労働組合が一方的に経営に対し
昇給だけを要求するようなことはなくなった。
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さらに現場の労働者の会社事業に対する理解と意識
にも変化が現れた。経営から遠いところで働く工員にとっ
て、会社業績と現場の仕事を結びつけて考えるのは容易
なことではないが、労働組合が会社業績や経営者の言葉
をわかりやすく労働者に伝えることで、労働者がこれを理
解するのを助けた。その結果、工員が、自分たちが行う日
々の改善活動がどのように会社の事業達成につながり、
自分たちの職場環境に影響を与え、生活の質を上げるの
かを考えられるようになった。労働者は会社とともに持続
可能な形で成長することを目指すようになり、労働組合は
経営と労働者間の重要なコミュニケーションチャネルの１
つとして機能するようになった。同社の労働組合執行委員
長は、「これからはビジネスの環境が変化していくことは
理解している。変化している環境に順応するために、労働

組合も会社と共に成長していきたい」と述べている。会社
側は「これまで同社で実施される改善は会社目線だった
が、これからは将来に向けて生産性を高めながらローカ
ル主体で考えていく」と述べ、双方が対等な立場で本社 

（株式会社デンソー）の本社方針を推進する様子がうか
がえた。同労働組合は図書室をもち労働者として必要な
知識や情報を組合員が伝承できるようにしている。さら
に、同労働組合は、取引先企業の労働組合と連携し、セミ
ナー開催などを通して情報やグッドプラクティスを伝えて
いる。同社がグローバル戦略として、アジアのマザー工場
となることを目指しているのと同様に、同組合はアジアの
マザー労働組合となることを目指し、経営と共に成長する
労働組合を目指している。

コラム：工員の健康状態から生産工程を見直すカイゼン活動

THAI NOK社は、工場のライン構成に発生する「ムダ」から工員の健康状態にまで気を配り、これの原因を追及
して見直すカイゼン活動を通じ、生産工程の効率化を実現している。本コラムではその取り組みについて紹介する。 
1つめは、生産工程におけるライン構成の見直しである。同社は、生産工程の効率化を図るために、機械の配置を
換えてムダを削減するカイゼン活動を行った。その結果、それぞれの機械の稼働効率が上がり、当該生産工程に
おけるムダが80％減り、生産リードタイムが70％減り、ライン全体で20％生産効率を向上できた。見直されたライ
ン構成では、工員が次の工程へと製品を持って工場の中を歩き回る必要が無くなった。工員の移動距離と時間が
大幅に短縮され、重い製品を運ぶ必要が無くなり、結果的に工員の健康上の悩みも解決した。2つめは、ピンクカ
ードを活用した工員の健康状態の不良を起因とする生産工程の見直しである。同社はピンクカードを用い、工場
の現場で起こる機械の故障や製品の欠陥についてだけではなく、工員の体調の変化を含む様々な不具合につい
ての声を集めている。ピンクカードで報告された工員の体調の変化に関する声は、その原因が究明され、工場の
生産効率を上げるカイゼン活動の役に立っている。例えば同社は、工員からの腰や背中の痛みや疲れに関する問
題提起が増えた際に、工員が背中や腰に痛みを感じるような作業を強いる作業には、工程に問題があると考えた。
そしてその原因を特定し、これをカイゼンすることで、機械の故障や製品の欠陥等の異常をなくすことができた。同
社は、生産工程と労働者の健康の両方に配慮したカイゼン活動によって、製造ラインの工員の労働安全衛生が向
上し、製造効率も上がるというような効果を得ている。



7. 考察―CSR方針を推進する取り組みを深
化させるための機会と挑戦

本調査報告書は、ここまでのパートで、日本の自動車部
品企業が、タイの現地子会社とサプライヤの現場の両方に
対し、自社のCSR方針をサプライチェーン全体で推進する
ための様々な取り組みを調達のプロセスを通じて行ってい
ることを示した。本パートは、調査の結果から明らかになっ
た、日本の自動車部品企業がさらにCSR方針の推進する取
り組みを深化させるための機会と挑戦について考察する。
考察は、ケーススタディで示した図 13の枠組みに沿って、第
1に自社のCSR方針をタイ現地子会社に浸透させる取り組
み（図 13．の①）、第2に現地子会社から現地のサプライヤ
へ浸透させる取り組み（図 13．の②）、そして第3に労使間
での建設的なコミュニケーションの実践に関して行う。第1
から第3のそれぞれについて、まずケーススタディから読み
取る機会について述べ、次に挑戦について述べる。

7.1 本社のCSR方針をタイ現地子会
社にどのように浸透させるか

日本の自動車部品企業がタイのサプライチェーン全体
でCSR方針を推進するための出発点は、本社のCSR方針
をタイ現地子会社に浸透させるところにある。ケーススタ
ディでは、日本の自動車部品企業がタイ現地子会社にお
いて、「ローカル主導」「安全」「対話」「ローカルの尊重」「
ボトムアップ」「トップコミットメント」「安心安全」を鍵概
念として、本社のCSR方針の中でも労働安全衛生を優先
的に取り組んでいる様子を紹介した。

THAI NOK社は、タイ人経営者層主導の経営で、タイ
の事情に沿った方法でCSRの推進を現場のオペレーショ
ンの中に組み込み労働安全衛生を改善し、ボトムアップ
のアプローチを用いて従業員の労働習慣の改善と自己
規律化を促し、自ら本社（NOK株式会社）のCSR方針を
推進する風土作りを進めている。同社におけるCSR方針

の浸透の鍵となったのは、「ローカル主導」で現地に適し
た方法によって「安全」な労働現場環境作りを進め、ピン
クカードを活用した工員自らが働きかける「対話」による
工員の自己規律の育成であった。タイ現地子会社に日本
本社のCSR方針をそのまま投げ込むのではなく、タイ人
経営者層によってタイ人従業員が理解して能動的に取り
組めるものとして推進することによって、CSRの要である 

「労働安全衛生」を実践し、結果として本社のCSR方針を
現場で実行できている。

DENSO (THAILAND) (DNTH)社は、本社CSR方針の
現場での実践方法を、日本からの出向者がタイ人従業員
に指示するのではなく、タイ人従業員が主体となってボト
ムアップ型で考えた方法を用いて推進している。タイ人
従業員が本社CSR方針を現場でどのように実践できるか
を自分事として考え、日々改善へ向けた活動を積み重ね
た結果、より働きやすい環境が整えられ、労働者自らの手
による職場作りが実現している。同社が行う、タイ人主導
で作られたタイ人が安全に配慮でき、作業効率を上げ、働
くのに居心地がよい環境整備や自由に意見の言える環境
は、CSRにおいて重要である「労働安全衛生」の実践を推進
し、本社CSR方針の推進に直結するものである。

THAI ARROW PRODUCTS社は、強いトップコミットメン
トの下、現場で労働者の声に耳を傾けつつ安心安全の環
境を第一に事業運営を行い、労働者の安全確保を最優先
することで、労働現場でのCSRを実践している。労働者の耳
に声を傾け、トイレ、食堂、通勤バスを整備して工員が毎日
行きたいと思える労働環境を整備し、労働者の体調や精神
状態を毎日確認するニコニコマークを活用して、労働者の
体調や精神状態を考慮した現場運営を行い、工場での事
故や欠陥品の発生を抑えている。同社にとって「労働安全
衛生」は、CSR推進の要である。
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事例が示す1つ目の機会は、各社がCSR方針の推進
の要を、労働CSRにおいて最も重要な現地法人の工場の

「労働安全衛生」に置いていることと併せて、その深度が
非常に深いものであるということである。本社は、「労働
安全衛生」がCSRの中心にあり、CSRの推進は本業のオ
ペレーションを改善するものであるという点を、タイ現地
子会社に理解してもらうことで、現地子会社のCSR推進
に対するインセンティブを向上するきっかけをつかむこと
ができるだろう。また、「労働安全衛生」の取り組みでは、
具体的な内容まで突っ込んで現地化したやり方を取り入
れており、この取り組みの深さは、これ以外のCSR分野を
推進しようとしたときに、どの程度どのような形で取り組
めばよいかのヒントとなるだろう。2つ目の機会は、「労働
安全衛生」を推進するために構築したプロセスや従業員
と経営の間の信頼関係が、CSRの取り組み範囲を広げる
際の助けとなる点である。CSRの取り組みは従業員の努
力なしには推進できないため、現地に合ったやり方で、 

「従業員との対話」を行い、実践可能なやり方を模索する
ことが求められる。

今後さらなる取り組みの深化が期待できる挑戦は、
第1に本社のCSR方針を浸透させるために取り組む範囲
のスコーピングがまだ限られている点である。ケーススタ
ディの事例は、各社が保有するCSR方針の内の、「労働安
全衛生」や「従業員との対話」に関わるものについて重点
的に取り組んでいることを示した。企業がCSRにおいて
優先的に取り組む範囲は、さらに広げることが望まれる。

「労働安全衛生」や「従業員との対話」は、国際的に受け
入れられている基準で、CSRを推進する企業の多くが支
持し、企業が行動理念やCSR方針に組み込んでいるILO 

「多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言」 
（多国籍企業宣言）に規定された雇用、訓練、労働条件・生

活条件、労使関係等の分野に関する原則の一部である。企
業がスコーピングの範囲を広げる際には、ILOが労働に関
する最低限の基準を結社の自由・団体交渉権の承認、強制
労働の禁止、児童労働の禁止、差別の撤廃に関して定めた

「中核的労働基準」を考慮することも望まれる。第2のチャ
レンジは、タイ現地子会社の労働現場で起こるマイナスの
影響の特定の深度を深めることである。ケーススタディで
は、各社が日本の方法を強制するのではなく、タイの現地
の事情に合った方法でCSR推進の取り組みを進めている
ことが明らかになったが、タイ国内の中でも出身地や宗
教等が異なることによる影響を特定している様子はうか
がえなかった。日本人にとっては同一のタイ人で、仏教徒
であるだろうと思ってしまいがちであるが、労働者にはイ
スラム教徒が含まれているかもしれない。少数の場合は
違いを見つけにくいかもしれないが、出身地や宗教が異
ることで起こりうる、従業員への差別を未然に防ぐような
取り組みが求められる。

7.2 本社のCSR方針をサプライヤ（ビ
ジネスパートナー）に推進するために
どのようにエンゲージメントするか

ケーススタディからは、各社が「QCD」の能力向上の取
り組みによって培った「信頼関係」を基本としたコミュニケ
ーションを通じて、本社のCSR方針をサプライヤに推進して
いる様子を示した。

Siam DENSO Manufacturing（SDM）社は、日系・地
場サプライヤとのそれぞれの関係において、QCDの観点か
ら技術的な支援を行い密なコミュニケーションとエンゲー
ジメントを通して相互の信頼関係を築いたことで、結果的
にサプライヤが本社のCSRガイドラインで求めている労働
安全衛生に取り組むことを促している。サプライヤは、QCC
コンテストやCAPS等のSDM社のQCDに関する取り組み
を自社の労働現場の問題解決及び能力向上のための機
会として捉え積極的に参加している。その結果、サプライ
ヤは労働現場からのボトムアップ式で、安全・品質のみな
らず、人権・労働、環境、コンプライアンス等の問題を早期
に発見し、改善に取り組み、労働者の権利に気を配った
事業運営が可能になっている。

SIAM NGK SPARK PLUG (サイアムNGK)社は、サプラ
イヤとの密接な関係性という日系企業らしさを活かし、サ
プライヤの現状を把握している。自社のCSR方針の浸透状
況を、本社のCSR方針の基に策定された「CSR調達ガイド
ライン」と「CSR自主チェックシート」の2つを使い、確認し
ている。サプライヤの協力を得るために、調達担当マネジ
ャーは、CSR方針が求める人権・労働、環境、地域社会に
対する考え方を現地のサプライヤに理解してもらうため
のコミュニケーションを繰り返し行い、サプライヤからの
協力を得ている。これは、タイのサプライヤにとっては、同
社のCSR方針に従い共に事業を推進することが、クリーン
なタイ企業を作ることを助け、ひいてはタイの社会に対す
る貢献や自社事業の持続性を高めることにつながること
を理解する機会にもつながっている。

事例が示す1つ目の機会は、QCD推進で培われた日系
自動車部品企業とサプライヤとの間の信頼関係と密なコ
ミュニケーションによって、サプライヤの労働現場でのCSR
が実現している点である。QCDを推進するサプライヤは、生
産工程の無駄を省き工程を効率化していく過程で、工場の
労働安全衛生、労働者のモラルやモチベーション、賃金と労
働時間、強制労働、児童労働等の労働現場でのCSR推進に
取り組んでいる。QCDの目的は、製品の品質・価格・納期で
あり、CSRの推進ではないが、QCDの推進が結果的に労働
現場におけるCSRを改善している点は、QCDの推進がCSR
の実践につながるものであることを示している。また、各社
がQCDの推進の過程で採用する、5S（整理・整頓・清掃・清
潔・しつけ）やカイゼンアプローチは、ボトムアップ型で包
括的に労働環境を改善する効果を期待でき、QCD以外の
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推進の促進に役立つものである。2つ目の機会は、自動車
部品企業がサプライヤとの間に培った信頼関係が、自動車
部品企業がサプライヤに対して人権デューディリジェンス
を行う上で必要な協力関係の土壌となるという点である。
自動車部品企業がCSRの推進を深化させ、人権デューデ
ィリジェンスを行う際に、サプライヤとの間に信頼関係が
あることは、大きな助けになる。

今後、各社がCSR方針の推進の取り組みを深化させる
ための挑戦は、どのようにして企業が、さらなる影響力を行
使するかという点である。SDM社の事例はQCDを土台とし
て工場の労働安全衛生を主にCSRの推進を行うものであ
り、直接的にサプライヤにおける人権、雇用及び労使関係
をはじめとするCSRの多様な問題を網羅的に把握し、改善
を促すことを目的とはしていない。サイアムNGK社はタイの
サプライヤのCSRに関する取り組みの現状把握を始めてお
り、今後どの程度、影響力を行使してサプライヤへの改善を
促していくのかが課題となるだろう。企業は、サプライヤと
のエンゲージメントを現状把握のみに留めるのではなく、
現状把握、周知、点検を行い、具体的な改善のアクションに
つなげなければならない。企業が、その影響力を行使して
サプライヤのCSRを推進する際に、参考となるのがOECD
の「責任ある企業行動 (RBC) のためのOECDデュー・ディ
リジェンス・ガイダンス」(OECD. 2018)である。OECDは、
同ガイダンスの対象範囲として、人権、雇用および労使関
係、環境、贈賄・贈賄要求および金品の強要の防止、消費
者利益、情報開示を挙げている71。また、企業が影響力を
行使する具体的な方法として「ビジネス上の関係先によ
る負の影響またはリスクの防止や軽減を促すため、可能
な限り影響力を行使する」「十分な影響力がない場合、例
えば上級管理者からの働き掛けや取引上のインセンティ
ブを通じて、そのビジネス上の関係先に対する影響力を
強化する方法を検討する。業界団体による連携の取り組
みや政府への働き掛け等、可能な限り他の行動主体と協
力し、集団的な影響力を築き働かせる」「潜在的な（将来
的な）負の影響を防止するとともに実際の負の影響に対
処するため、企業方針や行動規範、契約、合意書または
市場支配力の行使等を通じて、新規および既存のビジネ
ス上の関係先に対する影響力の強化に努める」72と紹介
している。企業には、サプライヤに対する自社の影響力の
程度、セクターや商品の特徴、サプライヤとの関係の性質
等を考慮の上、どのような方法でどの程度の影響力の行
使を行うかを決めて取り組むことが求められる。

71	 OECD. 2018. 責任ある企業行動 (RBC) のためのOECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス（日本語訳）. 最終閲覧日2019年8月6日. https://
mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf

72	 OECD. 2018. 同上. 第II部3.2(c). p.30. 最終閲覧日2019年8月6日. https://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-
Japanese.pdf

7.3 被雇用者とのエンゲージメントを
どのように行うか

日本の自動車部品企業がタイのサプライチェーン全
体でCSRを実現するための最も重要なステークホルダー
は従業員であり、その従業員によって組織される労働組合
である。ケーススタディでは、労働組合へのインタビューを
通して、日本の自動車部品企業がタイ現地子会社において、

「ローカルの尊重」「対話」を鍵概念として、本社のCSR方
針の実践において核となる被雇用者とのエンゲージメント
に建設的に取り組んでいる様子を紹介した。

THAI NOK社では、組合が会社と従業員とのコミュニ
ケーションの重要なチャネルとなり、労使対話を通じて双
方の建設的な対話を促している。建設的対話の利点とし
て労使双方が共通の認識を有している。それは１つ目に、
双方が協力して製造目標等の会社の目標に取り組むこと
ができるようになる点、２つ目に、合意点を見出すことを求
めるように労働者の姿勢が変わった点、そして3つ目は、
頻繁に労働者の要望を経営に伝える機会ができたため、
問題が大きくなる前に対処できるようになった点である。

DENSO (THAILAND)(DNTH)社は、労使間交渉の戦
略や手法をローカル化することによって、より建設的な労
使関係を構築している。会社業績を共有し会社の未来を
どう設計するかを労使間で定期的に議論することにより、
労働組合は労働者の処遇の改善のために経営と交渉を
行う一方で、経営状況に一定の理解を示し、会社の成長
と労働者の成長が二人三脚（両輪）で進むべきものであ
るという認識を持つようになった。そして労働組合は経営
と労働者間の重要なコミュニケーションチャネルの１つと
して機能している。

これらの取り組み事例が示す1つ目の機会は、各社が
CSR方針の推進の最重要ステークホルダーとして従業員、
そして組合と建設的な対話を蓄積していることである。か
つて対立することもあった労使間交渉は、経営者側からの
より丁寧な説明を定期的に重ねることにより、労働者側か
らの理解をえる取り組みを継続している。これから自動車
部品のサプライチェーンに大きな変化が予想されるなかに
おいて、継続的な建設的対話によって築かれた労使間の信
頼がさらにその強みを発揮することになると考えられる。2
つ目の機会は、ローカルが主導することにより、コミュニケ
ーションの方法が現地の従業員がより理解することのでき
るものになっていることである。現地社会、現地文化を尊重
し、エンゲージメントの主体としてローカルが重要な役割
を担っていることが、建設的労使関係の礎となっている。そ

https://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf
https://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf
https://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf
https://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf
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の在り方は、取引先企業の労働組合と連携し、セミナー
開催などを通して情報やグッドプラクティスを伝えること
により、取引先にも影響を与えている。事例で取り上げた
企業におけるローカル主導、ローカル尊重の建設的労使
関係の在り方は、タイのみならず、他の地域においても展
開されることが期待される。

一方、被雇用者とのエンゲージメントをどのように深
化させるかの課題としては、1つ目には変化していく経営
環境のなかで、いかに密に従業員とのコミュニケーショ
ンを維持していくかであろう。事業の持続的な経営を行う
ためには、急激な事業の変化によって、非正規労働者や
組合に加入しない労働者の雇用もあるなかにおいて、そ

れら従業員とのコミュニケーションも重要である。責任あ
るサプライチェーン、すなわち責任ある海外事業展開そし
て発展には、建設的な労使関係の構築に向けた活動の
強化を全ての従業員に対して行うことが必要である。2つ
目にはローカル主導であると同時に、本社が適切に関与
することが重要である。現地における労働現場、労働環境
はローカルが最も精通はしており、ローカル主導のエンゲ
ージメントは強みを発揮する一方、常にそれを国際的基準
に照らして見直す必要があり、それができるのは本社の機
能だからである。おそらくそれには本社における労働組合
とローカルな労働組合の交流も重要であろう。



8. 提言

日本政府 企業が責任あるサプライ 
チェーンを実現できる環境を整備せよ

政府は、G7エルマウ・サミット首脳宣言(2015年)責任あ
るサプライチェーン、G20 ハンブルク首脳宣言 （2017年）持
続可能なグローバルサプライチェーン、さらにはG7パリ・社
会コミュニケ（2019年） に明記されているように、持続可能
な開発目標への企業の積極的貢献を強化するために、国
連の指導原則、ILO三者宣言、OECD多国籍企業行動指針
に沿って，責任あるサプライチェーン、グローバルサプライ 
チェーンにおける人権デューディリジェンスを促進し、さら
にその取り組みを加速させるべきである。

人権尊重の明確なメッセージを
政府は、G7エルマウ・サミット首脳宣言に示されたよう

に、国連の指導原則に沿って，民間部門が人権に関するデ
ューディリジェンスを履行することを要請していることを
明確に示すべきである。人権デューディリジェンスにより、
サプライチェーンの透明性が向上し，リスクの特定と予防
が促進され、さらに苦情処理メカニズムの強化によって、よ
り良い労働条件を促進されるからである。企業によるデュ
ーディリジェンスの実行を促す、政府としての明確な期待
を示すべきである。政府は，持続可能なサプライチェーン
を促進し、ベスト・プラクティスを奨励する、政府及び企業
の共同責任を果たすべきである。

人権デューディリジェンスの具体的ガイダ
ンスを

政府は、企業のサプライチェーンの透明性及び説明責
任を向上させるため，本国で活動し又はそこに本国を置く
企業に対し、自発的なデューディリジェンス計画又はガイ

ドなど、そのサプライチェーンに関するデューディリジェン
スの手続を実施するよう奨励する具体的な施策を行うべ
きである。公共調達などにおけるインセンティブなど政策
のなかで一貫して企業に人権尊重を促す政策を実施すべ
きである。企業がデューディリジェンスを実施するために、
政府は政府関係機関とともに適切な情報を提供するべき
である。特にリスクの高い分野に優先して着手すべきであ
る。業界やセクターレベルのイニチアチブや中小企業への
支援施策も重要である。

相手国政府への働きかけを
政府は相手国における企業活動において労働CSRを

果たせるよう、相手国政府に対し、国際労働基準に適う国
内法の整備を促すべきである。企業が労働CSRを果たすこ
とを妨げる、社会的慣行や構造的問題があるとすればそれ
を是正するよう働きかける。そのために相手国政府と労働
CSRに関する認識の共有、相手国政府関係機関におけるキ
ャパシティービルディングをおこなう。事業活動の海外展開
において、環境法制、労働法制、人権保障が未整備もしくは
その執行が不十分な場所に進出する日本企業は、人権へ
の負のインパクトを与えるリスクに晒されている。現地ロー
カルの取引先や合弁先が人権尊重の責任を果たさない
場合は、日本企業自体へのリスクになり得るからである。

国際協調によるレベルプレイングフィールド 
(公平な競争条件)の形成を

企業がその競争力を十分に発揮し公平な条件で事業
活動をおこなえる環境を整えるべきである。日本国内の中
小企業からは、競争力確保の観点から、競争相手が立地す
るアジアにおけるレベルプレイングフィールドを望む声が
きかれる。日EUEPAおよびSPAを活用し、サステナビリティ
条項を梃に労働CSRに関する取組みについての協力を拡
大する。日 EU EPA における TSD 章の16.5(e)では両当事
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者は CSR を促進すると規定してある。当該事項は複数の
職掌に関わるため、複数のチャネルやフォーラムを設置す
ることも考えられる。EUと日本は、競争性や産業政策を含
む相互の利益となるイッシューについて深い議論を行う
フォーラムである日EU産業政策対話を有している。この
政策対話には、他に比を見ないCSRWGがある。そこでは
毎年責任ある企業行動について進むべき方法について
議論している。この枠組みをさらに活性化させ、多くのス
テークホルダーを参加させながら、議論とともに具体的
な協力活動を行う。

企業自社およびサプライチェーンの
人権デューディリジェンスを行いディ
ーセントワークを実現せよ

自らの事業活動における人権デューディリジェンスの
実施・強化が望まれる。リスクに対応することでプラスの成
果を最大にすることができる。事業運営において様々な権
利を尊重し、ディーセントワークを実現し社会の持続的発
展(SDGs)に貢献することが可能な立場にある。経営方針
に表明し実践することで、価値・理念にもとづいた企業経
営の競争力は、より高いものとなる。

CSR方針を実効性のあるものにするために
システマティックな方法の導入を

企業は、自社の事業経営を労働、人権という観点から
見直し、ILO基準、指導原則など国際的基準に照らして、取
り組みを組織的に強化する。部署横断そしてオペレーショ
ンしている各地の現場を通して、自社の方針の国際的基準
の普遍性との合致を見直し、共通言語で表現できるように
する。併せて人権尊重として求められている内容を具体化
する。包括的な取り組みには、重要なステークホルダーで
ある従業員、労働組合とのエンゲージメントが鍵となる。

サプライチェーン上の関係性において、責任
あるサプライチェーンの実践を深化させよ

構築されている取引先との信頼関係において、日系企
業のサプライヤやビジネスパートナーに対して、意識啓発、
実務での取り組み方法を支援することができる。製品の生
産工程、品質に関しておこなわれているサプライヤとのエン
ゲージメントに関連して、労働安全衛生、労働、人権に関す
る協力、インプット、トレーニング等を行う。現地子会社、自
社工場、委託先工場、調達先に対して、自社方針を一貫し
て展開し理解してもらい、コミュニケーションを密にとり、
具体的な取り組みについて協力する。さらには納入先で
ある企業に対して、責任あるサプライチェーンの実践の取
り組みを理解してもらい、エンゲージメントにおいて品質
に加えて労働CSRに関する事項を対象とするようにする。

取り組みを積極的に開示せよ
積極的に人権への取り組みを、国際的なフレームワー

クに照らし合わせて、プレゼンテーション、開示が必要とさ
れている。コンプライアンス思考の日本企業は、自らを説明
するできる市場競争力をつける必要がある。協働とインセ
ンティブでセクター全体でアジアのリーダーシップをとれ

企業が準拠を求められるCSR方針は、複数の業界と
企業に亘る。取引先との関係のみならず、セクター全体で
グッドプラクティスを共有することによりセクター全体の
取り組みが底上げされる。セクターの指針として存在し
ているガイドラインを現在における国際的基準、すなわ
ち指導原則を明示して盛り込む。セクター内企業の納入
先である企業およびその団体に対して、責任あるサプライ 
チェーンの実践の取り組みを理解してもらい、エンゲージ
メントにおいて品質に加えて労働CSRに関する事項を対
象とするようにする。

完成車メーカーは自動車関連産業のリーダーとして自
らの労働CSR方針を明確に示し、サプライチェーンにおけ
る取引先とのエンゲージメントを品質向上の観点に加え
て、労働CSRの観点を加えてサプライチェーンにおいて取
引先とのエンゲージメントを積極的に行う。

自動車の自動運転化や電動化といったCASEへの変革
により、完成車メーカーの取引は、自動車部品産業ととも
に電子部品産業やソフトウェア開発企業などに広がってい
る。完成車メーカー業界団体は業界のCSR方針を公開し、
関連産業の共通言語として労働CSRを推進する環境を創
ることができる。セクター内での協働に加え、セクター間の
情報共有、協働が必要とされる。それにより、産業全体の労
働CSRの底上げにつながる。タイそしてアジアの社会経済
における日本の自動車産業、日系企業の与える影響は大
きい。労働CSRの実践において日系企業はリーダーシップ
をとる立場にある。

労働組合
企業が労働CSRをはたすことは企業と労働者の間に

おける建設的な労使関係が構築されていることである。
労働組合は企業にとって最も重要なステークホルダーで
あり、人権デューディリジェンス、エンゲージメント、救済
へのアクセスにおける役割は大きい。本社と海外事業体
の労働組合の相互交流により、本社のCSR方針の海外事
業体における展開、海外事業体における労使問題の解決
を図ることができる。

アジア地域全体における責任あるサプライチェーンの
実現には、アジア地域における日系企業労使が現地にお
ける建設的な労使関係の理解促進を図り労使対話を行う
ことである。日系企業の労働組合はマザー労働組合として
の役割を果たすことができる。
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Appendix

73	 https://www.ilo.org/asia/projects/rsca/WCMS_672798/lang--en/index.htm
74	 プロジェクトの活動に関する詳しい情報は、プロジェクト全体の紹介（英語）を参照のこと。https://www.ilo.org/tokyo/ilo-japan/WCMS_689335/

lang--ja/index.htm

本調査の背景「アジアにおける責任
あるサプライチェーン」プロジェクト
概要73 74

1. 背景
「アジアにおける責任あるサプライチェーン（RSCA）」 

プロジェクト（以下、本プロジェクト）は、多国籍企業とそ
のサプライチェーンの活動において責任ある企業慣行の
推進を目指し、欧州連合（EU）のパートナーシッププログ
ラムにより、EUと国際労働機関（ILO）が共同で資金拠出
して実施される。本プロジェクトはアジアの6か国で実施
される。日本では電子業界と自動車部品業界のサプライ
チェーンを有する多国籍企業の経験の共有と好事例の
展開に取り組む。

2. 目的
本プロジェクトの最大の目的は、企業が責任ある行動

についてのより良い理解を実践的な事例から確実に得ら
れるようにすることを通じ、スマートで持続可能で包括的
な成長を促進することである。当該プロジェクトで期待さ
れる成果は次のとおりである。CSR/RBCに関してアジア
地域の関係するアクター、特に企業および公的機関の意
識が高まり、キャパシティが強化されること。国際的に合
意された原則及びガイドラインに合致してCSR/RBCのア
プローチおよびイニシアティブが形成され広がることが
強化されること。関係する国際的に合意された原則及び
ガイドラインに合致してEUおよびアジア間においてCSR/
RBCについて一貫性が向上されること、CSR/RBCに関す
る国際的に合意された原則およびガイドラインに従って、
セクターレベルおよび健全な労使関係を含む、既存のマ
ルチステークホルダーパートナシップを発展させもしくは

強化すること。国際的に合意されたCSR/RBCの原則およ
びガイドラインに関してすべての関係するステークホルダ
ーを関与させた情報交換が強化され継続されること。ア
ジアで操業する企業の環境保護、ディーセントワーク、人
権尊重への寄与を強化し、関連する規制枠組みの一貫
性が強化されること。

3. 原則と指針
本プロジェクトは、CSR（RBC）に関する国際的に合意

された原則と指針を基に実施する。主な文書として、ILO
の多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言 

（多国籍企業宣言）とOECDの多国籍企業行動指針を参
照する。こうした指針を遵守することは、労働関連法令の
遵守を尊重する企業文化につながり、関係する国内法と
国際労働基準に則って労働者の権利を守り、労使関係を
向上させることができると考える。

4. プロジェクトの活動
本プロジェクトの活動は、企業の社会的責任（CSR: 

Corporate Social Responsibility）と責任ある企業行動
（RBC: Responsible Business Conduct）に関する国際

的な基準やアプローチに対する意識を一段と高め、知識
を強化することを目指す。そのために、本プロジェクトは、
調査、アウトリーチ、政策提言、トレーニングの4つの活動
を行う。調査を実施し、特に政府や企業、労働者のような
ステークホルダーの間で好事例を共有し、戦略的なパー
トナーシップを構築しながら、既存の取り組みとの整合
を図る。日本においては、調査およびアウトリーチの活動
を、独立行政法人 日本貿易振興機構(ジェトロ)アジア経
済研究との共同事業として行う。本調査レポートは、ILO
駐日事務所と独立行政法人・日本貿易振興機構(ジェト
ロ)アジア経済研究の共同事業として行った調査の結果
をまとめたものである。

https://www.ilo.org/asia/projects/rsca/WCMS_672798/lang--en/index.htm
https://www.ilo.org/tokyo/ilo-japan/WCMS_689335/lang--ja/index.htm
https://www.ilo.org/tokyo/ilo-japan/WCMS_689335/lang--ja/index.htm


42  |  「自動車部品産業 責任あるサプライチェーンその取り組みの現状と課題」調査報告書

EUROPEAN UNION

この資料は「アジアにおける責任あるサプライチェーンプログラム」において、 
欧州連合（EU）の資金を活用し、作成されたものである。




